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第１章 基本的な考え方 

 

１  戦略策定の趣旨 

 

（１）背 景 

①国の動向 

平成 26（2014）年 11 月、「まち・ひと・しごと創生法」が公布・施行されました。

国は、同法に基づき、令和 42（2060）年に１億人程度の人口を維持するなどの中長期

展望を示した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と、平成 27（2015）年度から

５か年の政策目標や施策の基本的方向等をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定しました。 

令和元（2019）年 12月、国は、第２期の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。引き続き、東京への一極集中

と全国的な人口減少に歯止めをかけるべく取り組みが展開されましたが、その後発生し

た新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大により、観光や交流機会の減少、生

活様式の変容など、世界各地をはじめ地域社会においても大きな影響を受けました。し

かし、その一方で、デジタル技術の活用が進み、生活の利便性や時間・場所にとらわれ

ない働き方が再認識されました。デジタル技術は、社会活動のあらゆる場面において、

利便性や生産性を飛躍的に高め、生活や産業の質を大きく向上させるなど、地域社会が

直面する課題解決の切り札となるだけではなく、新しい付加価値を生み出し、地域の魅

力を高める源泉となり得るものです。 

こうしたことから、国は、地域の個性を生かしながら、デジタル技術の活用によって

地方創生の取り組みを加速化・深化させていくため、デジタル田園都市国家構想を掲げ、

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指し、令和４（2022）年６月

に「デジタル田園都市国家構想基本方針」を定めました。続いて、同年 12 月には第２

期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂し、令和５（2023）年度から

５か年の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定しました。 

また、地方創生の取り組みが始まって 10 年が経過し、「まち・ひと・しごと創生法」

の制定、政府関係機関の地方移転や地方創生の交付金などにより、全国各地で地方創生

の取り組みが進められてきましたが、東京圏への一極集中の流れを変えるまでには至ら

なかったなど、これまでの反省を踏まえ、次の 10 年を見据えた「地方創生 2.0」が重

点施策として位置づけられました。 

 

②新城市の取り組み 

本市においては、平成 28（2016）年２月に「新城市人口ビジョン」（以下「人口ビ

ジョン」という。）と「新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第１期総合戦

略」という。）を策定し、愛知県や周辺市町村とともに、地方創生の取り組みを推進して

きました。 
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その後、国の第２期の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」の策定を受け、令和２（2020）年３月に「人口ビジョン」を改訂

するとともに、令和 2（2020）年度から 5 か年の「第２期新城市まち・ひと・しごと

創生総合戦略」（以下「第２期総合戦略」という。）を策定しました。また、令和４（2022）

年 10 月には、国の「デジタル田園都市国家構想基本方針」に基づき、デジタル技術を

活用した行政事務の効率化と市民サービスの向上を図るため、「新城市デジタルトラン

スフォーメーション（ＤＸ）推進計画」を策定しました。 

これまで、本市の地方創生の取り組みは一定の成果を上げているものの、人口減少に

歯止めがかかっていないことから、引き続き、「人口ビジョン」に掲げる「しんしろ創生」

の実現と目指すべき将来の方向「バランスのとれた年齢構成への転換」の達成に向け、

地方創生の取り組みを一層推進するとともに、あらゆる分野においてデジタル技術を有

効に活用して変革をもたらすデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進してい

く必要があります。 

こうした状況を踏まえ、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」や「愛知県まち・

ひと・しごと創生総合戦略」、「東三河まち・ひと・しごと創生総合戦略」を勘案し、「第

３期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第３期総合戦略」という。）を策

定します。 

  

 

まち・ひと・しごと創生法 公布・施行 

まち・ひと・しごと長期人口ビジョン 策定 

まち・ひと・しごと総合戦略 策定 

新城市人口ビジョン 策定 

新城市総合戦略 策定 

第２期長期人口ビジョン 策定 

第２期総合戦略 策定 

新城市人口ビジョン 改訂 

第２期新城市総合戦略 策定 

デジタル田園都市国家構想基本方針 決定 

デジタル田園都市国家構想総合戦略 策定 

新城市 DX 推進計画 策定 

平成 28 年 2 月 

 

令和２年 3 月 

 

令和４年 10 月 

 

平成 26 年 11 月 

 平成 26 年 12 月 

 

令和元年 12 月 

 

令和４年6月 令和４年 12 月 

新
城
市
の
取
り
組
み 

国 

の 

動 
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（２）目的 

①新城市の地方創生「しんしろ創生」の承継 

本市では、第１期総合戦略で定めた「しんしろ創生」の考え方を柱として、今日まで

地方創生に資する施策を推進してきました。第３期総合戦略においても「しんしろ創生」

の考え方を承継し、さらに取り組みを強化していきます。 

 

「しんしろ創生」の考え方 
 

➢ 住みやすい、働きやすい、子育てしやすいと思える暮らし環境を整え、安心し心

豊かに暮らすことができるまちをつくる 

➢ 自ら主体的に考え、学ぶことで、地域を磨く「人材（財）」となり、新たな価値を

創造し、豊かな地域社会を形成する 

 
 

「しんしろ創生」を実現するため、若者や女性、

高齢者、障がいのある人等、すべての人が輝き活躍

できる取り組みを充実させていきます。 

また、暮らしやすさを追求し、住環境の向上に資

する取り組みを促進することで、転出入の好循環を

生み出し、本市と周辺地域全体の活性化を意識した

まちづくりを目指します。 

 

 

 

②目指すべき将来の方向「バランスのとれた年齢構成への転換」に向けて 

「しんしろ創生」の考え方に基づき、人と地域が輝き、魅力的なまちになることによ

り、人口ピラミッド（年齢ごとの人口構成を男女別に表したグラフ）の形状が少子高齢

化の典型である「つぼ型」から、人口の安定が期待できる「釣鐘型」であるバランスの

とれた年齢構成への転換を進めることを目標とします。 

「つぼ型」（現状）              「釣鐘型」（目標） 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和２年国勢調査における本市の人口構成   「バランスのとれた年齢構成への転換」の例 

 

  

「まちの創生」「ひとの創生」「しごとの創生」の好循環を確立し、一体的に取り組みます。 

0～4 

10～14

20～24

30～34

40～44

50～54

60～64

70～74

80～84

90～

（人）

軸
ラ
ベ
ル

男性

85～89

75～79

65～69

55～65

45～49

35～39

15～19

5～9

25～29

女性

（歳）

01,0002,0003,000

0～4 

10～14

20～24

30～34

40～44

50～54

60～64

70～74

80～84

90～

（人）

男性

85～89

75～79

65～69

55～65

45～49

35～39

15～19

5～9

25～29

0 1,000 2,000 3,000

女性

（歳）

 



 

4 
 

 

③デジタル化の推進 

デジタル化により、経済、社会、そして産業構造の急速な変革期を迎え、国のめざす

未来社会（Society5.0）＊1が到来しつつある中、国は「デジタル田園都市国家構想総合

戦略」を策定し、デジタル技術の活用により社会課題の解決や魅力向上を図ることで、

地域活性化を加速化・深化させることとしています。 

第３期総合戦略においても、国の総合戦略を参考にしつつ、「しんしろ創生」に向け

た様々な分野において IoT、AI 等のデジタル技術を効果的に活用し、取り組みを推進す

ることにより、市民のニーズやライフスタイルに応じた心豊かな暮らしの実現を目指し

ます。 

新城市の DX 推進おける基本方針（ビジョン） 

デジタルの活用により市民生活に変革をもたらし 

持続可能な地域社会を実現 

～ 人々から選ばれ持続可能な地域社会が営まれるまち しんしろ ～ 

 

＊1）Society5.0：「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人

間中心の社会のこと。 

 

④多様な主体との連携の推進 

大学や金融機関、民間企業などの関係機関等と一体となり、それぞれが独自に有する

様々なノウハウを活用しながら、第３期総合戦略の施策を推進します。 

また、東三河全域を一つの圏域とする「東三河広域連合」の取り組みをはじめ、県や

他市町村との連携のもと、スケールメリットの効果を発揮し、行政の共通課題に対する

施策を効果的・効率的に展開することで、「しんしろ創生」の推進力を高めていきます。 

 

⑤S D G s の推進 

ＳＤＧｓは、「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」の略で、

平成 27（2015）年９月に国連サミットにおいて採択された、誰一人取り残さない持続

可能でよりよい社会の実現を目指すための平成 28（2016）年から令和 12（2030）

年までの国際目標です。 

持続可能な社会を実現するための

17 の目標と 169 のターゲットから

構成され、持続可能で多様性と包摂性

のある社会の実現を目指すものです。 

第３期総合戦略においても、戦略ご

とにＳＤＧｓとの関連性を明確にし、

ＳＤＧｓ全体の推進につながるもの

として、一体的に取り組んでいきます。 
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２  戦略の位置づけ 

 

この総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法第 10 条第 1 項に規定する「市町村まち・

ひと・しごと創生総合戦略」です。 

そのため、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」や「愛知県まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を勘案し、策定、推進します。 

国の総合戦略 

の取組方針 

 (1)デジタルの力を活用した地方の社会課題解決・魅力向上 

①地方に仕事をつくる 

②人の流れをつくる 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④魅力的な地域をつくる 

(2)デジタル基盤整備 

(3)デジタル人材の育成・確保 

(4)誰一人取り残されないための取組 

   

県の総合戦略 

の基本目標 

 ①結婚・出産・子育て環境づくり 

②人の流れづくり 

③しごとづくり 

④魅力づくり 

⑤暮らしの安心を支える環境づくり 

⑥活力ある地域づくり 

⑦県全体のデジタル化の推進 

 

なお、この総合戦略は、「人口ビジョン」に掲げる「しんしろ創生」の実現と目指すべ

き将来の方向「バランスのとれた年齢構成への転換」を達成するための基本目標や施策

の方向、具体的な取り組みを定めるものです。したがって、「バランスのとれた年齢構成

への転換」を重点戦略の１つとする「第２次新城市総合計画」と整合を図るとともに、

各施策あるいは施策横断的にデジタル技術を有効に活用していくため、「新城市デジタ

ルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」を包含し、推進していきます。 

第２次総合計画 

中期基本計画 

の重点戦略 

 ①バランスのとれた年齢構成への転換を進めます 

②支える側として活躍したい高齢者（はつらつ世代）を支援します 

③地域づくりに関わる人々（つながる市民（ひと））を増やします 

   

ＤＸ推進計画 

の主要施策 

 ①市民生活向上のための取組 

②新たな価値創造のための取組 

③安全安心な環境整備のための取組 
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新城市人口ビジョン 

第３期新城市 

まち・ひと・しごと

創生総合戦略 

 

「バランスのとれた 

  年齢構成への転換」 

第２次新城市総合計画 

基本構想 

基本計画 

政策横断重点戦略 1 

承 継 

新城市 DX 推進計画 

包含 

国 

デジタル田園

都市国家構想

総合戦略 

愛知県 

まち・ひと・

しごと創生総
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勘案 

勘案 
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３  戦略の期間 

 

第３期総合戦略の期間は、令和７（2025）年度から令和 12（2030）年度までの６

年間とします。なお、国の動向や社会情勢の変化等より、必要に応じて、中間に見直し

を行います。 

Ｒ２ 

(2020) 

Ｒ３ 

(2021) 

Ｒ４ 

(2022) 

Ｒ５ 

(2023) 

Ｒ６ 

(2024) 

Ｒ７ 

(2025) 

Ｒ８ 

(2026) 

Ｒ９ 

(2027) 

Ｒ10 

(2028) 

Ｒ11 

(2029) 

Ｒ12 

(2030) 

Ｒ42 

(2060) 

            

 

 

  

第２期総合戦略 

新城市 DX 推進計画 

第２次新城市総合計画（令和元（2019）年～令和 12（2030）年） 

第３期総合戦略 

新城市人口ビジョン（改訂版） 

前期基本計画 中期基本計画 後期基本計画 

包含 

3  



 

8 
 

 

４  将来の人口フレーム 

 

「しんしろ創生」の実現と目指すべき将来の方向「バランスのとれた年齢構成へ

の転換」を達成するための施策を戦略的かつ計画的に推進します。「まちの創生、ひ

との創生、しごとの創生」の好循環を生み出すことにより、第３期総合戦略の満了期

間である令和 12（2030）年度までは人口 40,000 人を維持するものと推測してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「新城市人口ビジョン（改訂版）」（令和２年３月）より 
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５  目標設定と進捗評価 

 

第３期総合戦略においては、「しんしろ創生」の実現と目指すべき将来の方向「バラン

スのとれた年齢構成への転換」を達成するため、基本目標ごとに実現すべき成果に係る

数値目標を定めます。また、基本目標の達成に向けて講ずべき施策の方向、具体的な取

り組みを示すとともに、重要業績評価指標（ＫＰＩ）＊2を定めます。 

数値目標と重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、原則として、行政活動そのものの結果（ア

ウトプット）ではなく、その結果としてもたらされた便益（アウトカム）に関する目標

を設定します。 

これら指標の進捗状況については、定期的に把握、検証し、具体的な取り組みの実施

状況とあわせて分析することにより、進捗管理を実施します。 

なお、施策の実施にあたっては、ＰＤＣＡサイクル＊3に留意し、ＥＢＰＭ＊4の手法を

取り入れるなど、効率的かつ効果的に進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

＊2）ＫＰＩ：Key Performance Indicator の略。施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標。 

＊3）ＰＤＣＡサイクル：Plan(計画)、Do(実行)、Check(評価)、Action(改善)の 4 つの視点をプロセスの中に取り込み、継続的な改善を推進するマネジメト手

法のこと。 

＊4）ＥＢＰＭ：Evidence Based Policy Making の略。政策の企画をエピソード等に頼るのではなく、政策目的を明確化した上で客観的データ等、合理的根

拠（エビデンス）に基づくものとすること。 

 

  

  

Ｄo 

（実行） 
Ａction 

（改善） 
事業の実施 

 
事業・取り組みの 

見直し 

 

Ｃheck 

（評価） 

目標数値等に対する 

実績値の把握と評価 

 
計画の策定・ 

事業の企画 

Ｐlan 

（計画） 
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第２章 第２期総合戦略の評価・検証 

 

１  目標等の達成状況 

 

第２期総合戦略は、令和６（2024）年度を最終年度としていますが、第３期総合戦

略の策定に向けて、令和５（2023）年度の実績により、第２期総合戦略に掲げた数値

目標及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況を評価しました。 

基本目標に対する数値目標 14 項目のうち 5 項目（35.7％）が達成、施策に対する

重要業績評価指標（ＫＰＩ）103 項目のうち、41 項目（39.8％）が達成、33 項目

（32.0％）が基準値から改善・現状維持となりました。 

 

達成状況 
数値目標 重要業績評価指標（KPI） 

件数 割合 件数 割合 

目標達成  5 35.7％  41 39.8％ 

改善・現状維持  0  0.0％  33 32.0％ 

悪化  4 28.6％  27 26.2％ 

状況が把握 

できないもの 
 5 35.7％   2 1.9％ 

合計 14 － 103 － 

 

【数値目標の達成状況一覧】   

基本目標 数値目標 達成状況 

基本目標１ しごとを創る 

 

市内事業所数（工業統計調査） － ＊5
 

市内従業員数（工業統計調査） － ＊5
 

製造品出荷額等（工業統計調査） － 
＊5

 
農業産出額（市町村別農業産出額推計） C 

基本目標２ 魅力を創る 

 

観光入込客数（年間） C 

宿泊者数（年間） A 

観光消費額（年間）※道の駅の売上額 A 

基本目標３ 移住・定住の流れを創る 

 
定住人口（国勢調査） A 

社会増減数（年間） A 

基本目標４ 結婚・出産・子育て環境を創る 

 
合計特殊出生率 C 

出生数（年間） C 

基本目標５ 安全・安心で豊かなまちを創る 

 

平均自立期間 A 

市民自治の活性化の満足度      － 
＊6

 
高齢者の自立支援や福祉対策の満足度      － 

＊6
 

（達成状況）Ａ：目標達成  Ｂ：改善・現状維持  Ｃ：悪化  －：現状値が把握できないもの 
 

＊5）令和３年度をもって工業統計調査が廃止となり測定不能となったため。 
＊6）市民満足度調査が４年に一度の調査となっており、令和５年度が実施年度ではなかったため。 

 

1 



 

11 
 

基
本
的
な
考
え
方 

基
本
目
標
と
具
体
的
な
取
り
組
み 

第
２
期
総
合
戦
略
の
評
価
・
検
証 

資
料
編 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況一覧】基本目標１ 

基本目標 戦  略 施策方針 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 達成状況 

基本目標１ しごとを創る 

 戦略１ 地域産業の振興と活性化 

 ①地域産業の振興政策を進めます 

 市外展示会への出展企業数（５年間） B 

企業再投資促進補助金の交付件数（５年間） A 

小規模事業経営改善資金利子補給補助金支給件数（年間） C 

中小企業者事業基盤強化等奨励金の交付件数（５年間） A 

②地域を担う人材の育成・確保を進めます 

 学生向け企業説明会の参加者数（年間） A 

勤労者生活相談の相談件数（年間） B 

戦略２ 新たな産業立地の推進 

 ①企業誘致を進め、雇用を確保します 

 新規立地企業数件数（５年間） C 

立地奨励金の交付件数（５年間） C 

②がんばる中小企業を応援します 

 創業者数（５年間） B 

創業支援補助金の支給件数（５年間） C 

戦略３ 海外展開の支援 

 ①企業誘致を進め、雇用を確保します 

 ニューキャッスル・アライアンス加盟都市との共同プロジェク

ト数（５年間） 
A 

【再掲】市外展示会への出展企業数（５年間） B 

戦略４ 次世代産業の振興 

 ①次世代技術の活用を進めます 

 次世代技術に関する共同事業実施件数（５年間） A 

実証実験フィールドの提供件数（５年間） A 

次世代技術に関する製品開発件数（５年間） A 

②健康長寿産業の育成を進めます 

 健康長寿に関する共同事業実施件数（５年間） A 

健康長寿モデルケースの作成件数（５年間） C 

③エネルギー自治を進めます 

 再生可能エネルギー導入量（太陽光発電） A 

戦略５ 農林業の振興 

 ①農業生産活動を応援します 

 学校給食における地場産品を供用する割合 C 

新規就農者数（平成 24 年度からの延人数） A 

認定農業者数 B 

酒造好適米の栽培面積 C 

人・農地プランの実質化した集落数 B 

②林業生産活動を応援します 

 市民参加の森づくり参加者数（年間） C 

経営計画作成件数（H24 年度からの延件数） A 

森林・林業に従事する人材の育成数（５年間） A 

（達成状況）Ａ：目標達成  Ｂ：改善・現状維持  Ｃ：悪化  －：現状値が把握できないもの 
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【重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況一覧】基本目標２ 

基本目標 戦  略 施策方針 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 達成状況 

基本目標２ 魅力を創る 

 戦略１ 観光資源の磨き上げと新城ブランドの促進 

 ①地域ブランドの構築と情報発信を進めます 

 【再掲】観光入込客数（年間） C 

市主催の物産市の開催回数（年間） A 

山 port（サンポート）しんしろ新規出店事業者数（5 年間） A 

市ホームページアクセス件数（年間） A 

②地域資源を活かした観光戦略を進めます 

 湯谷温泉入込客数（年間） B 

新たなスポーツツーリズム商品の開発件数（５年間） B 

ジオツアー参加者数（年間） B 

設楽原歴史資料館、長篠城址史跡保存館、鳳来寺山自然科学博

物館、作手歴史民俗資料館入館者数（年間） 
A 

新城薪能・新城歌舞伎公演の来場者数（年間） C 

戦略２ 広域観光の推進 

 ①広域観光を進めます 

 【再掲】ニューキャッスル・アライアンス加盟都市との共同プ

ロジェクト数（５年間） 
A 

奥三河・東三河地域等周辺市町村と連携した共同事業の実施回

数（年間） 
A 

戦略３ ひとの流れを支える観光基盤の整備 

 ①観光受入態勢の整備を進めます 

 Ｗｉ-Ｆｉアクセスポイント数（公共施設） B 

道の駅の入込客数（年間） A 

観光ボランティアガイド登録者数 A 

（達成状況）Ａ：目標達成  Ｂ：改善・現状維持  Ｃ：悪化  －：現状値が把握できないもの 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況一覧】基本目標３ 

基本目標 戦略 施策方針 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 達成状況 

基本目標３ 移住・定住の流れを創る 

 戦略１ 移住・定住の促進 

 ①移住・定住を進めます 

 転入者数（年間） A 

空き家バンクにおける契約件数（５年間） C 

住宅用地の選定地区数（５年間） B 

②学校と連携した取り組みを進めます 

 つながる地域と若者の輪事業の参加者（年間） B 

学生向け企業説明会の出展企業数（年間） A 

【再掲】学生向け企業説明会の参加者数（年間） A 

共育に係る講座の参加者数（年間） B 

戦略２ ひとの流れを支える社会基盤の整備 

 ①社会基盤の整備と機能強化を進めます 

 公共交通網路線再編等の計画策定 A 

光ファイバケーブル引込率 C 

スマートインターチェンジの整備 A 

新城市舗装個別施設計画に基づく舗装修繕の実施延長 

（５年間） 
B 

新城市橋梁個別施設計画に基づく橋梁修繕の実施数（５年間） B 

狭あい道路の整備率（石田・平井地区） B 

水道施設の耐震率（施設） B 

汚水処理人口普及率 B 

研修医等の年間受入人数（年間） A 

（達成状況）Ａ：目標達成  Ｂ：改善・現状維持  Ｃ：悪化  －：現状値が把握できないもの 
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【重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況一覧】基本目標４ 

基本目標 戦略 施策方針 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 達成状況 

基本目標４ 結婚・出産・子育て環境を創る 

 戦略１ 結婚の希望実現の支援 

 

①出会いの場を創出します 

 出会いの場創出イベントの開催数（年間） 

※市が主催または連携して行うもの 
  － ＊7

 

出会いの場創出イベント参加者のカップリング率   － ＊7
 

戦略２ 妊娠・出産・子育ての支援 

 

①子どもを産む環境を整えます 

 ４か月～１歳児のいる家庭への訪問事業実施率 C 

乳児健康診査のうち 2 回目の受診率 B 

②子どもを育てる環境を整えます 

 子ども家庭総合支援拠点の設置 A 

児童発達支援センターの設置 B 

子育て世代包括支援センターの相談件数（年間） A 

子育て支援施設の利用者数（年間） C 

子ども食堂の設置数 B 

③保育ニーズに対応する保育サービスを整えます 

 こども園待機児童数 A 

療育環境の整ったこども園の整備 B 

放課後児童クラブの待機児童数 A 

ファミリーサポート援助会員数 C 

戦略３ 女性の活躍促進 

 ①女性の活躍を応援します 

 女性の審議会への登用率 B 

女性議会の参加者（年間） C 

女性起業者数（５年間） B 

（達成状況）Ａ：目標達成  Ｂ：改善・現状維持  Ｃ：悪化  －：現状値が把握できないもの 

 

＊7）令和２年度で「出会いの場創出事業」が廃止となったため。 
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【重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況一覧】基本目標５ 

基本目標 戦略 施策方針 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 達成状況 

基本目標５ 安全・安心で豊かなまちを創る 

 戦略１ 地域における健康づくり体制の整備 

 

①生涯を通じた健康づくりを応援します 

 生活習慣病予防講座の参加者数（年間） C 

がん検診受診率 C 

歯周疾患検診受診率 A 

成人の訪問指導件数（年間） C 

②地域で支える体制を整えます 

 介護予防教室等の参加者数（年間） C 

認知症サポーターの人数（H20 年度からの延べ人数） A 

認知症サポーターステップアップ講座受講者数（年間） C 

生活・介護支援サポーター登録者数 A 

高齢者への生活支援体制の拠点整備数 B 

戦略２ 全員活躍社会づくり 

 

①高齢者の自立を応援します 

 高齢者外出支援サービス利用率（年間） B 

地域介護予防活動実施個所数 C 

②障がいのある方の自立を応援します 

 障害者相談支援事業支援利用件数（年間） A 

障害者タクシー助成券利用率（年間） C 

③多文化共生を進めます 

 国際交流に関するイベント及び日本語教室等に参加する市民

の参加者数（年間） 
A 

ポルトガル語相談や心理相談の相談件数（年間） A 

防災対策や日本語ボランティア育成講座参加人数（年間） B 

戦略３ 地域の防災・防犯体制づくり 

 ①地域防災体制を整えます 

 災害情報メール登録者数（地震情報） B 

防災ボランティアの会登録者数 C 

災害時要援護者名簿登録者のうち登録情報を行政区等に提供

することに同意がある者の割合 
B 

②地域防犯体制を整えます 

 青パト隊登録者数 B 

防犯カメラ設置台数 A 

戦略４ 持続可能なまちづくり 

 

①循環型社会への取り組みを進めます 

 温室効果ガス削減割合（平成 25（2013）年度比） A 

普及啓発に関する講座等への参加者数 

（平成 25（2013）年度からの延べ人数） 
B 

1 人 1 日当りの家庭ごみ排出量 C 

②活力のある地域づくりを進めます 

 若者の審議会等への登用率 C 

市民まちづくり集会参加者（年間） B 

市民活動サポートセンター登録団体数 C 

コミュニティビジネス立ち上げ事業の実施件数（年間） A 

地域マネージャー制度導入地域自治区数 B 

③地域間連携・広域連携を進めます 

 大学や企業との包括協定数 A 

【再掲】ニューキャッスル・アライアンス加盟都市との共同プ

ロジェクト数（５年間） 
A 

（達成状況）Ａ：目標達成  Ｂ：改善・現状維持  Ｃ：悪化  －：現状値が把握できないもの 
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２  課題の整理 

 

（１）人口動態における課題 

令和２（2020）年３月に改訂した「人口ビジョン」と第２期総合戦略においては、

「まちの創生、ひとの創生、しごとの創生」を一体的に推進し、好循環を創出すること

により、令和６（2024）年の人口を約 43,000 人と推計しました。令和６（2024）

年 10 月１日現在の住民基本台帳人口は、42,539 人と概ね推計どおりとなっています

が、直近５年間の人口動態をみると、出生数は年々減少傾向にあり、転出超過（転出者

数が転入者数を上回る状況）が続いており、人口減少に歯止めがかかっていません。 

 

（２）施策における課題 

人口動態のみをみても課題を詳細に把握できず、人口減少に歯止めをかけることはで

きません。人口動態以外の様々なデータを検証することにより、出生率の向上や新しい

人の流れをつくり、人や地域のつながりを強化し、住みやすい、働きやすい、子育てし

やすいと感じられる環境を整えていく必要があります。また、安心して心豊かに暮らす

ことができるよう、市民や企業、関係団体等とともに、対策を講じていく必要がありま

す。 

そのため、第２期総合戦略の検証にあたり、外部評価を行い、新城市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略推進会議において協議いただきました。なお、新城市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略推進会議における主な意見等は次のとおりです。 

【しごとを創るための課題】 

■農業産出額（市町村別農業産出額（推計）） 

基準値から 25 億円の減少要因が、農業者の減少だけなのか疑問を感じる。 

令和５年度の実績 58 億 8 千万円からすると目標値の 88 億円の達成は難しいと思わ

れるため、目標値の見直しが必要となる。 

■小規模事業経営改善資金利子補給補助金支給件数（年間） 

コロナ禍でゼロゼロ融資（実質無利子・無担保の融資）が始まったため、令和３年度に

実績が激減していることは自然な流れである。この制度の開始からちょうど３年が経過

し、利子が発生する企業が増えてきているので、この指標を継続するか慎重に考える必要

がある。 

■学生向け企業説明会の参加者数（年間） 

   地元企業への就職者の増加がこの戦略の目的だとすると、その説明会に参加した人数

と実際に地元企業に就職した人数の比率等で目標設定できるか検討してほしい。  

■新規立地企業数件数（5 年間） 

企業を誘致するための行動に関した目標、いわゆる市の活動指標を KPI に設定した方

が有意義な指標になるのではないか。 

■学校給食における地場産品を供用する割合 

  地域の人口減少や少子化を背景にした取り組みであるため、いかに若者に愛郷心を持っ

て定住してもらうかが大切である。この学校給食の問題についても、農業や地産地消の問

題に加えて、子どもの愛郷心を育むという意味でも非常に大事だと思う。 
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【魅力を創るための課題】 

■観光入込客数（年間） 

目標達成評価がＣとなっている。状況が悪化したことへの対策や方向性を示した方がよ

いと思う。 

■観光ボランティアガイド登録者数 

  目標達成評価がＡとなっていることは、ボランティアに興味がある人が増えていて良い

が、このボランティアガイドを利用する人が増えなければ意味がないため、利用者数に関

する指標もあると良い。 

■その他 

インバウンドに関しては、現行の総合戦略にはほとんど出てきていない。外国人観光客

は、日本人よりも地域に入り込んで、魅力や良さを認識し、ＳＮＳに投稿するなど、侮れ

ない存在だと思うので、次期総合戦略策定の際には、ぜひ検討していただきたい。 

 

【移住・定住の流れを創るための課題】 

■転入者数（年間） 

外国人労働者に新城市の魅力と不足点についてアンケートを行ったことがある。魅力と

しては、自然が豊かだという意見が最も多く、そこを強く押し出していければ、今後の移

住者への大きな魅力になるのではないかと期待している。不足点としては、まず食材がそ

ろわず、自分たちの食べたいものが手に入らないということがあった。また、住む場所が

ないとの意見もあったので、空き家の活用等で何らかの支援ができると良い。 

■空き家バンクにおける契約件数（5 年間） 

目標値 20 件に対して令和５年度で２件しかなく、達成にはかなりの戦略が必要だと思

う。この大きな差をどう埋めていくのか、それとも評価は低いがそのままにするのかとい

う点が気になる。 

 

【結婚・出産・子育て環境を創るための課題】 

■こども園待機児童数 

   東京や名古屋では待機児童が増えている一方で、新城はゼロであることが良い評価につ

ながる可能性がある。他の都市との比較の中で、ゼロが非常に強みであるとアピールでき

るのであれば、指標として設定しても良いと思う。  

■児童発達支援センターの設置 

子どもの発達について心配な親は増加している。相談窓口を明確にするためにも早急に

設置してほしい。 

 

【安全・安心で豊かなまちを創るための課題】 

■災害情報メール登録者数（地震情報） 

 大規模災害が発生するとリアルタイムな情報が非常に重要となるので、市民全員に登録

してほしいが、高齢者だと登録方法がわからずに登録できない。他市では結ネットを活用

しており、登録が難しい高齢者に向けては、説明会の中で登録をしたり使い方を教えたり

している。新城市でもそのような取り組みを実施すると、登録者数の増加や災害対策につ

ながるかと思う。 
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（３）課題への対応 

第２期総合戦略の進捗に対する評価においては、「しごとを創る」に対する意見等が多

く寄せられ、中でも、様々な産業を支える人材の確保等が課題となっています。 

また、「魅力を創る」ためには観光の活性化、「移住・定住の流れを創る」ためには住

宅をはじめとした生活基盤の整備、「結婚・出産・子育て環境を創る」ためにはきめ細か

な相談体制の整備、「安全・安心で豊かなまちを創る」ためには防災対策が課題となって

います。さらに、第２期総合戦略の期間中には、新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）が国内外で大流行し、ひとの流れや地域経済の停滞が余儀なくされたことで、計画

していた戦略や施策が大きな影響を受けました。そのような状況を踏まえて、第３期総

合戦略では、コロナ禍で見直された新しい生活様式や急速に変化する社会活動に対応す

るため、様々な分野でのデジタル技術の可能性を検証し、本市におけるデジタル化の推

進が遅れることがないよう、着実に実施していきます。また、引き続き「しんしろ創生」

に向けた戦略を承継・発展することで、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「まち」

をつくる、そして、「まち」の魅力向上によってさらに「しごと」と「ひと」を呼び込む、

「まち・ひと・しごと」の好循環の創出に取り組み、人口減少に歯止めをかけます。 
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第３章 基本目標と具体的な取り組み 

 

１  基本目標 

 

「しんしろ創生」を実現するため、若者や女性、高齢者、障がいのある人等、すべて

の人が輝き活躍できる取り組みを進めていきます。また、「人口ビジョン」で定める目指

すべき将来の方向「バランスのとれた年齢構成への転換」を達成するため、第２章の第

２期総合戦略の評価・検証結果を踏まえ、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」

や「愛知県まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「東三河まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を勘案し、次の基本目標等を定めます。 

 
 

基本目標１ まちにしごとを創る 

 
 

若い世代の定住を促し、一定の生産年齢人口を保つためには、安定した雇用・就労

を生み出す「しごと」の確保とともに、新たな「しごと」の創出が欠かせません。と

りわけ、新たな「しごと」の創出に向けては、商工業のみならず、農林業においても、

地域の特性を生かした新たな事業展開やデジタル技術の向上、活用によるイノベー 

ションの促進を図ります。また、「しごと」の確保に向けては、事業者による経営力強

化の取り組みを支援するなど、地域産業のさらなる振興を図ります。 

数値目標 

数値目標 基準値（R5） 目標値（R12） 

市内事業所数 
2,033 事業所 
（令和３年度） 

2,200 事業所 
（令和 11 年度） 

創業者数（6 年間累計） 48 件 
（令和２年度～令和 5 年度） 

78 件 

農業奨励 4 品目（トマト、ほうれんそう、いち

ご、菌床しいたけ）売上額 
839,121 千円 987,300 千円 

  

1 
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基本目標２ ひとの流れを創る 

 
 

ひとの流れを創るためには、人材の育成・確保が欠かせません。新城市出身者の「Ｕ

ターン」や他地域出身者の「ＩＪターン」を促進し、生産年齢人口の流出と流入の均

衡を図るとともに、まちの魅力をデジタル技術の活用により効果的に発信し、新城市

に通勤・通学、仕事、観光等で訪れる人々（交流人口）やこれら以外で新城市と関わ

りを持つ人々（関係人口）を拡大して人と人とのつながりを強化します。さらに、生

産年齢人口の定着や他地域の人々との交流を促進するため、移動しやすく住みよい環

境を整備します。 

数値目標 

数値目標 基準値（R5） 目標値（R12） 

住基人口（10 月 1 日時点） 43,316 人 40,000 人以上 

公式ＳＮＳ
＊8
フォロワー数 12,183 人 20,550 人 

空き家公開物件のうち、成約された件数 
（６年間累計） 
（空き家バンクポータルサイト及び移住定住不動産情報サイト） 

0 件 70 件 

＊8）LINE、X、Facebook、YouTube、Instagram。 

 
 

基本目標３ 子ども・子育てにやさしいまちを創る 

 
 

「子ども・子育てにやさしいまちを創る」ためには、次代を担う子どもたちの健や

かな成長と子育てを支援する取り組みが欠かせません。とりわけ、出生数の減少に歯

止めをかけるため、安心して妊娠・出産、子育てができるよう、切れ目のない相談支

援体制を整備するとともに、子育て等家庭生活と仕事の両立を推進します。また、次

代を担う子どもたちが確かな学力を身につけ、心豊かに健やかに成長するよう、安心

して過ごせる環境と教育の質の向上を目指し、さらに、デジタル技術を活用しながら、

教育の充実を図ります。 

数値目標 

数値目標 基準値（R5） 目標値（R12） 

出生数 143 人 150 人 

この地域で子育てをしたいと思う親の割合
＊9

 59％ 80％ 

保護者による学校評価満足度
＊10 70% 80％ 

＊9）この地域で子育てをしたいと思う割合…4 か月児健診・1 歳 6 か月児健診・3 歳児健診の問診で、回答「そう思う」「どちらかといえばそう思う」「どちらか

といえばそう思わない」「そう思わない」の選択肢のうち、「そう思う」と答えた親の割合。 

＊10）保護者による学校評価満足度…学校評価アンケートを毎年実施しており、６つの共通科目の回答「そう思う」「ややそう思う」「あまり思わない」「まったくそ

う思わない」「わからない」の選択肢のうち、「そう思う」「ややそう思う」と答えた保護者の割合。 
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基本目標４ まちの魅力を創る 

 
 

「ひと」や「しごと」を呼び込むためには、魅力ある「まち」であることが欠かせ

ません。新城市には、豊かな自然、歴史文化等、地域の宝（資源）があります。しか

し、地域資源の中には、観光スポット等、魅力が顕在化したものもあれば、顕在化さ

れていないものもあり、外国人観光客等により、魅力も多様化しています。したがっ

て、「まち」の魅力を発見、再発見し、磨き上げることが重要です。そして、デジタル

技術を活用して効果的に発信して「地域のブランド」の普及促進を図ります。 

数値目標 

数値目標 基準値（R5） 目標値（R12） 

設楽原歴史資料館、長篠城址史跡保存館、鳳来

寺山自然科学博物館の入館者数 
 50,284 人

＊11
 61,000 人 

観光入込客数 2,475,000 人 
（令和３年度～5 年度の平均値） 

3,000,000 人 

＊11）設楽原歴史資料館、長篠城址史跡保存館、鳳来寺山自然科学博物館の入館者数については、NHK 大河ドラマの影響を受け、令和５年度の入館者が大幅に増

加していることから、設楽原歴史資料館、長篠城址史跡保存館は令和４年度の数値、鳳来寺山自然科学博物館は令和５年度の数値を基準値としている。 

 
 

基本目標５ 持続可能なまちを創る 

 
 

「人生 100 年時代」と言われる中、デジタル技術を活用しつつ、医療・保健、福祉

の充実を図ります。性別、年齢、国籍、障がいの有無に関わらず、誰もが生涯にわた

って活躍でき、その能力を最大限に発揮できるよう、全員参加型社会の実現を図りま

す。また、すべての市民が地域で安全に安心して快適に日常生活を送ることができ、

災害にも強いまちづくりを目指します。 

数値目標 

数値目標 基準値（R5） 目標値（R12） 

平均自立期間（要介護 2以上になるまでの期間） 
男性 80.7 歳 

女性 85.3 歳 

 男性 80.7 歳
＊12

 

女性 85.3 歳 

ごみ減量（1 人 1 日当りの家庭ごみ排出量） 574ｇ 479ｇ 

自主防災組織防災訓練実施率 65％ 100% 

新城市に住み続けたいと思う若者の割合
＊13

 

（若者議会アンケート） 
46％ 70％ 

＊12）この目標値は、現状よりも低下しないようにすることを目指している。 

＊13）若者議会アンケート…市内の若者を対象に実施するアンケートの項目中「今後も新城市に住み続けたいと思いますか」に対し「①住み続けたい／②できれば

住み続けたいが難しい／③住み続けたくない」のうち、①と回答した若者の割合。 
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基本目標の実現を支えるデジタル技術の活用 

 
 

上記５つの基本目標をこれまで以上に進めるためには、デジタル技術の活用が欠か

せません。国が定めたデジタル田園都市国家構想基本方針「デジタル基盤整備、デジ

タル人材の育成・確保、誰一人取り残されないための取組」を勘案し、本市の DX の

推進におけるビジョンの実現のため、以下の内容について進めていきます。 

デジタル技術の活用により市民生活の変革を促進するとともに、行政手続のオンラ

イン化等の「市民生活の向上」やテレワークによる多様な働き方を推進する「新たな

価値の創造」、サイバーセキュリティ対策やシステム障害回避等、強靱性（レジリエン

ス）を高めることで、「安全安心な環境整備」を構築し、利用者目線の市民サービスの

改革に取り組みます。そして個別の取り組みについては、市政の状況、課題と照らし

合わせながら優先すべき取り組みを適切なタイミングで事業化し、進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新城市のＤＸ推進における３本の柱 

デジタル基盤整備 
デジタル人材の 
育成・確保 

国のデジタル田園都市国家構想基本方針 

誰一人取り残されない 
ための取組 

安全安心な 

環境整備 
市民生活向上 

新たな 

価値創造 

優 先 取 組 事 業 

 
施設予約 

システム導入 
フロント 
ヤード改革 

RPA 
普及拡大 

保育支援 
システム導入 

・行政手続のオンライン化 ・ICT を活用した教育環境の充実 ・デジタルデバイド対策 

・マイナンバーカード普及と活用場面の拡大 ・キャッシュレス決済の推進  

・データに基づく政策立案 ・職員の情報リテラシー向上 ・情報セキュリティ対策  

・テレワークによる多様な働き方の推進 ・ワーケーション環境の整備 

・産学官連携による新たな取り組みの推進 ・オープンデータの利活用促進 

デジタル技術の活用及び検討を進める事業 
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２  施策体系 

 

将来の

方 向 

  
基本目標  戦略と施策 

      

バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
年
齢
構
成
へ
の
転
換 

  

基本目標１ 

まちにしごとを創る 

 戦略１ 地域産業の振興と活性化 

①商工業等の経営力強化や販路拡大を支援します 

②地域の特性を生かした農林業の振興を進めます 

戦略２ 新事業の創出と企業立地の推進 

①企業誘致を進め、産業の集積を図ります 

 ②スタートアップやイノベーションの創出を推進します 

戦略３  次世代産業の振興 

 ①デジタル技術の活用、向上を進めます 

 ②環境・新エネルギー産業の振興に取り組みます 

  

     

  

基本目標２ 

ひとの流れを創る 

 戦略１ 移住・定住の促進 

 ①交流人口や関係人口の拡大により、移住・定住につなげます 

 ②まちの暮らしや魅力を戦略的に情報発信します 

戦略２ 地域を支える担い手確保 

 ①地域の多様なニーズに応じた人材確保に取り組みます 

 ②人材育成に向けた環境づくりを進めます 

戦略３ ひとの流れを支える社会基盤の整備 

 ①社会基盤の整備と機能強化を進めます 

 ②未来に向けたまちづくりを推進します 

  

     

  

基本目標３ 

子ども・子育てに 

やさしいまちを創る 

 戦略１ 結婚・出産・子育てへの切れ目ない支援 

 ①妊娠・出産に希望が持てる支援を進めます 

 ②子育てサービスの充実と環境の整備を進めます 

 ③子育て世帯のワーク・ライフ・バランスを推進します 

戦略２ 確かな学力と心豊かな教育の推進 

 ①時代に合った新たな学習活動を展開します 

 ②将来を見据えたキャリア教育を推進します 

 ③安全安心で快適な教育環境を整備します 

   

     

  

基本目標４ 

まちの魅力を創る 

 戦略１ 地域資源の磨き上げと地域ブランドの普及促進 

 ①地域ブランドの構築と情報の発信・共有を進めます 

 ②地域資源を生かした観光戦略を進めます 

戦略２ スポーツツーリズムと広域観光の推進 

 ①スポーツの振興と観光との融合に取り組みます 

戦略３ 歴史文化の継承・発展・創造 

 ①文化芸術の魅力向上や情報発信を進めます 

 ②文化財等を適正に管理し次世代へ継承していきます 

  

     

  

基本目標５ 

持続可能なまちを 

創る 

 戦略１ 地域における健康づくり体制の整備 

 ①生涯を通じた健康づくりを応援します 

 ②地域で支える体制を整えます 

戦略２ 多様な人材が活躍する社会づくり 

①高齢者の自立や社会参加を応援します 

②障がいのある人の自立を応援します 

③多文化共生の社会づくりを進めます 

戦略３ 安全安心で活力あるまちづくり 

 ①地域の防災・防犯体制を強化します 

 ②循環型社会への取り組みを進めます 

 ③活力のある地域自治を進めます 

 ④安全安心な公共施設等の維持管理に取り組みます 

  

      

   基本目標の実現を支えるデジタル技術の活用 

  ①市民生活の向上   ②新たな価値の創造   ③安全安心な環境整備 

2 
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３  具体的な取り組み 

 

 

基本目標１ まちにしごとを創る 

 

 

戦略１ 地域産業の振興と活性化  

①商工業等の経営力強化や販路拡大を支援します 

施策の方向 

・新城市において「しごと」を確保し、安心して働ける環境を整えるため、経営力の

強化や販路の拡大を図る企業等の支援に取り組みます。 

・商工業等の地域産業のさらなる発展に向け、地域産業の特色を国内外へ積極的に発

信する企業等の支援に取り組みます。 

  

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

中小企業者事業基盤強化等奨励金の交付事業者数 

（６年間累計） 
０社 ３社 

小規模事業経営改善資金利子補給補助金支給件数 

（６年間累計） 
６件 36 件 

 

 

 

  

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 
関係課室 

中小企業者事業基盤強化等

奨励事業 

市内において、事業基盤の強化、事業規模の拡大等を目

的に工場等の新設または増設をする中小企業者を支援し、

地域産業の振興及び雇用機会の拡大を図ります。 

 産業政策課 

小規模事業者経営改善事業 

市内中小事業者に対し、日本政策金融公庫の小規模事業

者経営改善資金の融資に対する利子の一部を補助するこ

とにより、資金繰りの円滑化や財務基盤の強化を図りま

す。 

 産業政策課 

小規模事業経営支援事業 

新城市商工会が行う小規模事業者に係る経営または技

術の改善発展のための事業に対し、その事業費の一部を助

成することで、事業活動の発展を目指します。 

 産業政策課 

商工業等活性化対策事業 

商工団体が主体的に実施するイベントや事業等の支援

を行うことにより、小規模事業者及び商店街の活性化を図

ります。 

 産業政策課 

しんしろビジネスマッチン

グ事業 

市内事業者の販路拡大に向けて、企業間連携のきっかけ

となるよう、各種展示会等への出展を支援します。特に「も

のづくり博 in 東三河」の開催年には、積極的に出展を促

しながら、新城市商工会が実施する「展示会等参加奨励金」

のＰＲも併用して行います。 

 産業政策課 

3 
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②地域の特性を生かした農林業の振興を進めます 

施策の方向 

・農林業における経営力の強化や付加価値の高い農産物、畜産物の生産性の向上を図

るとともに、農地等の保全や利用促進に取り組みます。 

・森林の持つ多面的機能を十分に発揮させるため、地域の森づくりを推進するととも

に、林業の経営基盤の強化に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

農業用機械及び施設の導入支援事業者数     －    
＊14

 
２事業体 

（６年間で 12事業体） 

酒米の作付け面積 19.0ha 20.0ha 

環境保全型営農活動の取組面積 2,526a 2,778a 

年間間伐面積（６年間累計） 
376ha 

（令和２年度） 
7,100ha 

＊14）令和 5 年度は未実施事業のため基準値を未設定とする。 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

農業経営近代化施設整備 

事業 

農業生産活動を行っていく上で、地形的、経済的、社会

的に不利な山間地域における農業生産基盤の整備や産地

の収益力強化と担い手の経営発展を図るために必要な農

業用機械・施設の導入支援を行います。 

 農業課 

奨励農畜産物推進事業 
特産品の普及啓発活動や新規作物、新品種の導入支援を

行うことで、産地の形成や活性化を図ります。 
 農業課 

環境保全型営農活動支援 

事業 

農業が有する環境保全機能により、地球温暖化防止や生

物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組み、農村環境

の良好な保全と質的向上を図ります。 

 農業課 

人・農地振興事業 

水田農業経営の安定化、担い手への農地の利用集積を図

るため、地域計画の策定、地域農業再生協議会の運営支援、

農地の利用集積を進めます。 

 農業課 

多面的機能支払交付金事業 

農地・農業用施設の資源や農村環境を守り、質を高める

地域共同の取り組みと農家及び農家と地域住民が一体と

なった環境保全の取り組みに対する活動組織に対し、総合

的に支援を行います。 

 農業課 

畜産振興事業 

消費者ニーズにあった品質の高い畜産物の生産振興を

図るため、優良牛の導入を支援します。また、家畜防疫対

策として、ワクチンの未接種農家に対し接種を推進しま

す。 

 農業課 

有害鳥獣対策事業 

近年増加傾向にある有害鳥獣による農林水産物被害を

防ぐため、環境整備、防除、捕獲を効果的に実施します。

また、狩猟免許を有しない農業者等を捕獲補助者として狩

猟者の捕獲に協力できるように支援するなど、地域ぐるみ

の獣害対策の推進に取り組みます。 

 農業課 
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具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

森の未来づくり事業 

森づくり基本計画に基づき、森づくりに関する施策、そ

の他の取り組みを総合的かつ計画的に推進します。また、

市民に森林、林業に関する事業の理解を深めてもらい、木

材の有効活用を図ります。 

 森林課 

森林整備地域活動支援事業 

林業事業体の地域活動に対し、補助金を交付すること

で、経営計画の作成を促進させるとともに、集約化した施

業の実施の推進を図ります。 

 森林課 

森林整備事業 

経営管理されずに放置されていた森林を経済ベースで

活用することにより、地域経済の活性化が図られるととも

に、間伐が遅れている森林の解消や伐採後の再造林が促進

され、土砂災害等のリスクが軽減する等、安全・安心な森

林の維持管理を目指します。 

 森林課 
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戦略２ 新事業の創出と企業立地の推進              

①企業誘致を進め、産業の集積を図ります 

施策の方向 

・新たな「しごと」を創出し、意欲的に働ける環境を整えるため、「山の湊」しんしろ

の玄関口である新東名新城インターチェンジを中心とした緑に包まれた良好な立地

条件を生かし、新たな企業の誘致と産業の集積化に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

新規立地企業数（６年間累計） ０社 ３社 

立地奨励金の交付事業者数（６年間累計） １社 ６社 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

宿泊施設整備奨励事業 

宿泊施設を新設等した事業者を対象に、土地、家屋、償

却資産に係る固定資産税相当額を５年度間にわたり交付

します。なお、大規模宿泊施設の場合は７年度間にわたり

交付します。 

 産業政策課 

企業立地推進事業 

市内への企業立地の促進を図るため、情報発信・収集を

行います。企業誘致により、雇用の場の創出、所得機会の

創出、地域経済の活性化、財政力の強化等を図ります。ま

た、都市機能誘導区域内における誘導施設の新規立地や区

域外から区域内への移転に対して支援措置を検討します。 

 産業政策課 

企業立地奨励事業 

工場等を新設等した製造業等を対象に、固定資産税のう

ち土地及び家屋に係るもの 5 年度間、償却資産に係るも

の 1 年度間の税相当額を交付し、企業の新たな設備投資

を支援します。 

 産業政策課 

新城インターチェンジ周辺

整備事業 

新城インターチェンジ周辺に企業立地のため工業用地

の造成を行います。工業用地への企業誘致を図り、雇用

を確保します。 

 
用地開発課 

産業政策課 
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②スタートアップやイノベーションの創出を推進します 

施策の方向 

・地域における創業支援体制を強化し、創業希望者への伴走型支援に努めることによ

り、新たな産業やイノベーションの創出に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

スタートアップ事業者と市内事業者のマッチング件

数（６年間累計） 
2 件 12 件 

新規就農者数 30 人 
（平成 24 年度～令和５年度） 

２人 
（６年間で 13人） 

経営開始型資金受給者数 44 人 
（平成 24 年度～令和５年度） 

２人 
（６年間で 13人） 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

イノベーション創出事業 
（愛知県、東三河スタートアップ推

進協議会連携事業） 

 愛知県や東三河スタートアップ推進協議会と連携し、市

外のスタートアップ事業者と市内事業者のマッチングを

図り、新たな事業の共創を目指します。 

 産業政策課 

創業支援等事業 

起業による新たなビジネスや雇用の創造、事業承継を契

機とした第二創業を促進するため、起業者及び創業または

第二創業者に対し、補助金を交付します。 

 産業政策課 

新規就農者確保対策事業 

「いちご」、「夏秋トマト」、「周年ほうれんそう」、

「菌床しいたけ」といった収益性のある施設園芸におい

て、市内外の若者層に対して就農を促し、新規就農者を確

保します。また、研修生として登録された人が農業研修を

受け、確実に就農開始が図れるように支援します。 

 農業課 

担い手育成総合支援事業 

新規就農者の就農初期における経営安定を図るため、一

定期間資金を交付します。また、担い手農業者の経営改善

を図るため、農業制度資金を活用して施設整備等を行った

農業者に対し、その償還に係る利子等の助成を行います。 

 農業課 
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戦略３ 次世代産業の振興               

①デジタル技術の活用、向上を進めます 

施策の方向 

・ＡＩ、ドローン、エアモビリティ等のデジタル技術を活用したビジネスモデルを創

出するため、新たな技術の研究、活用に取り組む活動を促進します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

産学機関等との連携協定等に基づいた新規連携事業実

施合意件数 
１件 

１件 
（6年間で 6件） 

オープンデータセット数 133 データ 150 データ 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

産学官連携推進事業 

産学機関等との連携協定等に基づき、産学官で連携した

地域課題の解決と地域の発展を図る事業を展開します。

「医療、健康、ライフスタイル等に係る包括連携協定」を

締結した名古屋大学と連携し、まちづくりや市民生活の向

上に資する取り組みを検討します。 

● 総合政策課 

統計分析事業 

官民が保有するデータを積極的に公開し、公的データの

活用を促進することにより、新たなビジネスやサービスの

創出と地域経済の活性化を図ります。 

● 情報政策課 

東三河ドローン・リバー 

構想推進事業 

官民で構成する「東三河ドローン・リバー構想推進協議

会」を設立し、新城市及び豊川市でのドローンの実証実験

やエアモビリティに関する新産業集積に向けた検討を進

めます。 

● 産業政策課 
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②環境・新エネルギー産業の振興に取り組みます 

施策の方向 

・環境・新エネルギー対策は地域経済の活性化の手段としてとらえ、新たな事業の推

進や協働体制の構築、地域間連携等に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

市内の温室効果ガス排出量 
527,000t-CO2 
（平成 25 年度） 

390,000t-CO2 

薪生産量（6 年間累計） 

（薪ボイラー・木質バイオマスの活用によるもの） 
839 ㎥ 5,034 ㎥ 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

温暖化対策推進事業 

新築・既存住宅へ太陽光発電設備や蓄電池を設置する補

助、電気自動車やプラグインハイブリットの普及促進のた

めのＥＶ充電器の増設等、再生可能エネルギーの導入促進

を図り、二酸化炭素の削減に取り組みます。 

 環境政策課 

官民連携リユース事業 

モノの再利用を推進するため、市が実施している「リユ

ースの広場」の周知を図るとともに、民間事業者と連携し、

新たなリユースの仕組みを構築します。 

 生活環境課 

森林資源エネルギー利用 

促進事業 

市内の温浴施設に導入した薪ボイラーのための薪の生

産・供給を継続実施していきます。森林等の豊かな地域資

源を最大限活用した地産地消のエネルギーシステムとし

て、木質バイオマスの活用検討に取り組みます。 

 森林課 

  



 

30 
 

 

基本目標２ ひとの流れを創る 

 

 

戦略１ 移住・定住の促進                  

①交流人口や関係人口の拡大により、移住・定住につなげます 

施策の方向 

・新城市に通勤・通学、仕事、観光等で訪れる「ひと」（交流人口）やこれら以外で新

城市と関わりを持つ「ひと」（関係人口）の拡大を図るとともに、移住・定住のため

の環境づくりに取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

ＳＮＳフォロワー数（Instagram しんしろライフ）

（６年間累計） 
1,039 人 3,500 人 

移住相談件数（6 年間累計） 159 件 860 件 

移住関連イベント等（主催も含む）への参加回数 

（6 年間累計） 
12 回 54 回 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

移住定住ＯＳＩ事業 

移住定住施策に必要な「発信する（Outreach）」、「確

保する(Secure)」、「調査する(Investigate)」を総合的に

実施することで 移住定住者を増やし、地域コミュニティ

の維持と人口減少の抑制を図ります。また、シティプロモ

ーションから本市への来訪者を増やし、移住定住者の確保

につなげます。 

 企画調整課 

空家等対策推進事業 

総合的かつ計画的に空き家等対策の推進を図るととも

に、空き家の利活用を促進します。空き家の利活用を通じ

た関係人口の創出、移住定住の促進により地域の活性化を

図ります。 

 
企画調整課 

都市計画課 
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②まちの暮らしや魅力を戦略的に情報発信します 

施策の方向 

・新城市における暮らしや魅力が市内外の「ひと」に広く認知され、交流人口や関係

人口、新城市出身者の「Ｕターン」や他地域出身者の「ＩＪターン」の拡大につな

がるよう、デジタル技術を活用するなど、効率的、効果的な情報発信に取り組みま

す。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

投稿数（Instagram しんしろライフ） 

（6 年間累計） 
166 件 550 件 

空き家公開物件（販売済みも含む）（６年間累計） 

（空き家バンクポータルサイト及び移住定住不動産情報サイト） 
22 件 140 件 

公式ホームページアクセス数 

（Google のみ）月平均 
64,145 件 77,500 件 

          

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

広報活動事業 

ホームページ、広報紙、ＳＮＳ、市政番組等、様々な

媒体を利用し、市内外の人にわかりやすく情報発信する

ことで市民満足度の向上と新城市のPRを達成します。 

また、ホームページに最新情報を漏れなく掲載し、SNS

を積極的に活用することで、情報発信の連鎖を起こし、多

くの人に新城市を PR します。 

● 秘書人事課 

【再掲】移住定住ＯＳＩ 

事業 

移住定住施策に必要な「発信する（Outreach）」、「確

保する(Secure)」、「調査する(Investigate)」を総合的に

実施することで 移住定住者を増やし、地域コミュニティ

の維持と人口減少の抑制を図ります。また、シティプロモ

ーションから新城市への来訪者を増やし、移住定住者の確

保につなげます。 

 企画調整課 

【再掲】空家等対策推進 

事業 

総合的かつ計画的に空き家等対策の推進を図るととも

に、空き家の利活用を促進します。空き家の利活用を通じ

た関係人口の創出、移住定住の促進により地域の活性化を

図ります。 

 
企画調整課 

都市計画課 
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戦略２ 地域を支える担い手確保                  

①地域の多様なニーズに応じた人材確保に取り組みます 

施策の方向 

・新城市の生産年齢人口を維持し、地域産業を支える人材や後継者を確保するととも

に、意欲のある人材や専門性の高い人材、経営を担う人材等を確保するための支援

に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

【再掲】農業用機械及び施設の導入支援事業者数     －  
＊15

 
２事業体 

（６年間で 12事業体） 

【再掲】新規就農者数 30 人 
（平成 24 年度～令和５年度） 

２人 
（６年間で 13人） 

林業従事者定着促進奨励金利用事業体数 3 事業体 
4 事業体 

（6年間で 24 事業体） 

＊15）令和 5 年度は未実施事業のため基準値を未設定とする。
 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

多文化共生事業 

外国人のための日本語教室を新城市国際交流協会へ委

託し実施することで、外国人の就労支援や生活支援を進め

るとともに、日本の文化に慣れ親しむことで外国人の定住

を目指します。 

 
市民自治 

推進課 

地域公共交通計画推進事業 
（東三河連携・運転手確保策） 

バス事業者がサービス水準を低下することなく、安定的

に運行を継続でき、まちづくりを担う一員として活躍でき

る体制をつくります。 

 
公共交通 

対策課 

地域の人事部組織構築準備

事業（地域おこし協力隊） 

地域おこし協力隊により、企業や地域の課題を吸い上

げ、解決の糸口を探ることで、地域の人事部組織の中核人

材として成長し、官民共創で雇用対策及び人材育成に取り

組みます。 

 産業政策課 

【再掲】農業経営近代化施

設整備事業 

農業生産活動を行っていく上で、地形的、経済的、社会

的に不利な山間地域における農業生産基盤の整備や産地

の収益力強化と担い手の経営発展を図るために必要な農

業用機械・施設の導入支援を行います。 

 農業課 

【再掲】人・農地振興事業 

水田農業経営の安定化、担い手への農地の利用集積を図

るため、地域計画の策定、地域農業再生協議会の運営支援、

農地の利用集積を進めます。 

 農業課 

【再掲】新規就農者確保 

対策事業 

「いちご」、「夏秋トマト」、「周年ほうれんそう」、

「菌床しいたけ」といった収益性のある施設園芸におい

て、市内外の若者層に対して就農を促し、新規就農者を確

保します。また、研修生として登録された人が農業研修を

受け、確実に就農開始が図れるように支援します。 

 農業課 

林業従事者定着促進奨励金

事業 

安心で安定した職場となることにより、離職や転職をせ

ず、林業従事者として定着し、地域の森林整備における人

材を十分に確保することを目指します。 

 森林課 
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②人材育成に向けた環境づくりを進めます 

施策の方向 

・地域産業を支える人材や将来まちづくりの中心となる人材の育成をするため、新た

なステージに挑戦したり、様々な人と交流できる機会を創出する取り組みを進めま

す。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

【再掲】経営開始型資金受給者数 44 人 
（平成 24 年度～令和 5 年度） 

2 人 
（6年間で 13 人） 

森林・林業従事者育成人数 3 人 
3人 

（6年間で18人） 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

地域計画推進体制検討事業 

地域が求める人的支援がスムーズにできる仕組みや地

域全体をマネジメントする人材の発掘・育成ができる制度

の構築に向け、地域と連携して取り組んでいきます。 

地域活動支援員制度の見直しを進め、市職員一人一人が

地域との繋がりを大切にし、市民との信頼関係を築くこと

で職員が地域課題解決のサポーターとして、地域活動に積

極的に参加できるよう環境を整えます。 

 
市民自治 

推進課 

【再掲】創業支援等事業 

起業による新たなビジネスや雇用の創造、事業承継を契

機とした第二創業を促進するため、起業者及び創業または

第二創業者に対し、補助金を交付します。 

 産業政策課 

【再掲】地域の人事部組織

構築準備事業 
（地域おこし協力隊） 

地域おこし協力隊により、企業や地域の課題を吸い上

げ、解決の糸口を探ることで、地域の人事部組織の中核人

材として成長し、官民共創で雇用対策及び人材育成に取り

組みます。 

 産業政策課 

【再掲】農業経営近代化施

設整備事業 

農業生産活動を行っていく上で、地形的、経済的、社会

的に不利な山間地域における農業生産基盤の整備や産地

の収益力強化と担い手の経営発展を図るために必要な農

業用機械・施設の導入支援を行います。 

 農業課 

【再掲】担い手育成総合支

援事業 

新規就農者の就農初期における経営安定を図るため、一

定期間資金を交付します。また、担い手農業者の経営改善

を図るため、農業制度資金を活用して施設整備等を行った

農業者に対し、その償還に係る利子等の助成を行います。 

 農業課 

人材育成事業 
（森林総合産業の創出事業） 

森林組合の森林整備に従事する職員への補助を行うこ

とにより、人材の育成を促進します。 
 森林課 
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戦略３ ひとの流れを支える社会基盤の整備          

①社会基盤の整備と機能強化を進めます 

施策の方向 

・人々が円滑に移動し、地域内や地域間の交流が促進されるよう、市内の道路網を整

備するとともに、安全安心な生活環境の整備に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

舗装個別施設計画に基づく舗装修繕延長 

（６年間累計） 
   －  

＊16
 12.5km 

橋梁個別施設計画に基づく橋梁点検数及び修繕数 

（６年間累計） 
   －  

＊16
 

点検：830 橋 

修繕： 15 橋 

狭あい道路の整備率（6 年間累計） 

① 石田・平井地区 ②的場地区 ③川田地区 

①  60.7% 

②③   －   
＊17

 

①100% （令和８年度） 

②③100% (令和10年度） 

下水道整備率 56.7% 66.0％ 

水道施設の耐震化率（6 年間累計） 79.0％ 88.0％ 

＊16）令和 6 年度から実施事業のため基準値を未設定とする。 

＊17）令和 7 年度から実施事業のため基準値を未設定とする。 
 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

地域公共交通計画推進事業 

バスの利便性向上を図るとともに、広域的な公共交通の

利用促進、利便性向上施策を実施するため、地域公共交通

の拠点（道の駅もっくる新城、新城駅前周辺、本長篠バス

ターミナル）の乗継・待合環境を整備します。 

 
公共交通 

対策課 

道路ストック対策事業 

高度経済成長期に整備された道路ストックが今後急速

に老朽化し、市民が安心して利用し続けることが困難にな

ることから、各施設の特徴を踏まえた適切な点検による現

状把握と、その結果をもとに策定した舗装個別施設計画に

沿って的確な修繕の実施及び適正な維持管理を行います。 

 土木課 

橋梁・トンネル・大型構造物

長寿命化対策事業 

老朽化が進む橋梁、トンネル、大型構造物等の長寿命化

を図るため、点検、診断、処置、記録のメンテナンスサイ

クルを確立するとともに、個別施設計画に基づき整備を推

進し、安全・安心な道路交通網の再構築を図ります。 

 土木課 

交通安全施設整備事業 

新城市通学路交通安全プログラムに基づき、児童が安全

に通学できるよう、通学路の安全確保に務めるとともに、

地域からの危険箇所の要望に対し、交通安全施設（区画線、

防護柵、道路反射材等の設置、取り替え）の対策工事を行

い、交通事故防止と交通の円滑化を図り、道路利用者の安

全を確保します。 

 土木課 

狭あい道路整備等推進事業 

幅員４ｍ未満の狭あいな道路の拡幅整備を行い、市民の

日常生活における安全の向上を図るとともに、緊急車両の

通行路を確保し、安心で良好な住環境の整備を図ります。 

 都市計画課 

公共下水道拡張事業 

都市衛生、また、河川、水路等の水質保全及び生活環

境の向上の観点から、公共下水道の整備促進を図りま

す。なお、市街化区域内については、概ね整備が完了し

ているため、市街化調整区域について全県域汚水処理構

想に基づき整備促進を図ります。 

 整備課 

水道施設拡張事業 
（第 7 期） 

鳳来・作手地区の水道施設（浄水場・配水池等）の耐

震診断及び耐震補強工事を行い、南海トラフ巨大地震等

の被害を最小限に抑え、安全・安心な水道水の安定供給

を図ります。 

 整備課 
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②未来に向けたまちづくりを推進します 

施策の方向 

・インターネット環境や上下水道設備の適正な維持管理を行うなど、快適な住環境を

整備するとともに、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられよう、新城市民病院

を基軸とした地域医療の充実に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

登記情報閲覧の待ち時間削減数    －  
＊18

 
3,400時間 
（令和 9 年度） 

ごみ処理施設整備事業の進捗率（事業費ベース）    －  
＊19

 55.4％ 

豊橋新城スマートＩＣ（仮称）整備事業の進捗率 25% 100% 

＊18）令和 7 年度から実施事業のため基準値を未設定とする。 

＊19）令和 12 年度から実施事業のため基準値を未設定とする。 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

土地家屋登記情報連携シス

テム事業 

法務局の登記データと課税台帳データを連携すること

で、市役所窓口で最新の登記情報の閲覧が可能となり、

市民の利便性向上と課税業務の効率化を図ります。 

● 税務課 

地域通信基盤管理事業 

市内に敷設した光ファイバによるテレビ放送、インタ

ーネット、電話等のサービスを安定的に提供できるよう

施設の維持管理を行います。 

● 情報政策課 

ごみ処理施設整備事業 

愛知県ごみ処理広域化・集約化計画及び令和 4 年度に

改定した東三河ごみ焼却施設広域化計画に基づき、新城

市及び北設広域事務組合構成町村とともに、ごみ処理の

広域化を図るため、新たなクリーンセンターの建設を行

います。 

 生活環境課 

豊橋新城スマートＩＣ 

（仮称）整備事業 

豊橋市及び中日本高速道路株式会社と共同で、豊橋新

城スマートインターチェンジ（仮称）の早期開通を目指

して事業を実施します。 

 
道路政策 

推進室 

【再掲】新城インターチェ

ンジ周辺整備事業 

新城インターチェンジ周辺に企業立地のため工業用地

の造成を行い、工業用地への企業誘致を図り、雇用を確

保します。 

 
用地開発課 

産業政策課 

市民病院建設事業 

建物・設備が老朽化している市民病院が、今後も質の高

い医療や救急医療をはじめとする政策医療の重責を担い、

東三河北部地域の基幹病院としての役割を十分に発揮す

るため、新病院を建設します。 

 総務企画課 

水道業務のデジタル化等に

よる経営適正化事業 

水道事業における業務の省力化、自動化等により、効率

性や経営の健全性を高めるため、水道スマートメーター等

の導入の検討を進めます。 

● 経営課 
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基本目標３ 子ども・子育てにやさしいまちを創る 

 

 

戦略１ 結婚・出産・子育てへの切れ目ない支援   

①妊娠・出産に希望が持てる支援を進めます 

施策の方向 

・妊娠・出産、子育てに関する不安や負担の軽減、解消に切れ目なく取り組むととも

に、子どもの健やかな成長とそれを支える子育て家庭への支援に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

母子健康手帳アプリ登録者の割合 

（令和６年４月から実施） 
    －  

＊20
 90% 

妊娠後期（28 週～40 週）の妊婦の状況把握（家庭

訪問・電話等）の割合 
89％ 100％ 

初産における生後 28 日（新生児期）以内の状況把

握（家庭訪問・電話等）の割合 
100％ 100％ 

プレコンセプションケア（「いのちの授業」「ふれあ

い体験」等を含む）の実施件数 
11件 23 件 

＊20）令和６年度から実施事業のため基準値を未設定とする。 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

養育医療費助成事業 

母子保健法第20条の規定に基づき、身体の発育が未熟

なまま生まれ、入院養育を必要とする乳児が、指定医療

機関において入院治療を受ける場合に、その治療に要す

る医療費の本人負担部分を助成します。 

 保険医療課 

妊婦等包括支援事業 

妊婦等のための支援給付により、妊娠出産に係る経済

的支援を行います。また、妊婦等包括相談支援事業によ

り、妊娠期から妊産婦等に寄り添い、出産・育児等の見

通しを立てるための面談や母子健康手帳アプリなどを活

用した継続的な情報発信を行うとともに、必要な支援に

つなぐ伴走型相談支援を行います。 

 
こども家庭 

センター 

母と子のすくすく健診事業 

適切な時期に妊産婦・乳児健康診査等を受診できること

により、母子の体調管理や異常の早期発見を行い、安全・

安心な出産・子育てを支援します。また、一般不妊治療費

の助成を行うことで、経済的負担の軽減を図ります。 

 
こども家庭 

センター 

すこやか子育て事業 

乳児のいる家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子

育て支援に関する情報提供を行うとともに、親子の心身の

状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭

に対して適切なサービスにつなげます。 

 
こども家庭 

センター 

乳幼児健康診査事業 

母子保健法に基づき、適切な時期に健診を行い、子ども

の発育や発達を確認し、異常の早期発見や子育て支援をし

ます。また、相談や教室を通じ、発育・発達が心配な児や

子育てに不安を抱えている保護者に継続的に関わり、適切

な支援につなげます。 

 
こども家庭 

センター 

助産所運営事業 

将来、結婚・出産、子育てを行う可能性のある世代に向

けて、「プレコンセプションケア」講座を通して妊娠前の

健康管理教育を行います。小・中・高校生を対象に、命の

大切さや性に対する正しい知識を伝える「いのちの授業」

「ふれあい体験」を実施します。また、「産後ケア」を行う

など、妊娠前から育児期まで、切れ目ない支援を行います。 

 
地域医療支援 

センター 
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②子育てサービスの充実と環境の整備を進めます 

施策の方向 

・地域ぐるみの子育て支援の体制づくりや安心して子どもを育てることができる環境

づくりに取り組みます。 

・子どもや保護者が安心して活動できるよう、放課後等の安全な居場所づくりに取り

組みます。 

     

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

こども園ＩＣＴシステムの保護者の利用満足度 
50％ 

（令和６年度） 
70％ 

こども園待機児童数    0 人 0 人 

放課後児童クラブ待機児童数 6 人 0 人 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

子ども医療費助成事業 
子どもの医療費の本人負担部分を助成し、子育て環境の

充実を図ります。 
 保険医療課 

【再掲】妊婦等包括支援 

事業 

妊婦等のための支援給付により、妊娠出産に係る経済

的支援を行います。また、妊婦等包括相談支援事業によ

り、妊娠期から妊産婦等に寄り添い、出産・育児等の見

通しを立てるための面談や母子健康手帳アプリなどを活

用した継続的な情報発信を行うとともに、必要な支援に

つなぐ伴走型相談支援を行います。 

 
こども家庭 

センター 

【再掲】すこやか子育て 

事業 

乳児のいる家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子

育て支援に関する情報提供を行うとともに、親子の心身の

状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭

に対して適切なサービスにつなげます。 

 
こども家庭 

センター 

【再掲】乳幼児健康診査 

事業 

母子保健法に基づき、適切な時期に健診を行い、子ども

の発育や発達を確認し、異常の早期発見や子育て支援をし

ます。また、相談や教室を通じ、発育・発達が心配な児や

子育てに不安を抱えている保護者に継続的に関わり、適切

な支援につなげます。 

 
こども家庭 

センター 

子ども・子育て支援事業 

新城市子ども・子育て支援事業計画に基づく保育等の

14 事業における需要量を把握し、供給量の計画的な確保

策を定め遂行することで、子育てしやすいまちづくり（女

性の就労支援、待機児童対策、少子化対策）を推進します。 

 こども未来課 

保育所（こども園）管理事業 

地域の幼児教育及び子育ての拠点として、児童の健全な

心身の発達を支援し、かつ女性の社会進出や保護者の多様

な就労形態に対応した保育ニーズに応えるとともに、こど

も園の再編・整備を進め、持続可能なこども園運営に取り

組みます。また、０歳から２歳児の非課税世帯及び３歳以

上児の保育料を無償とし経済的負担の軽減を行います。 

 こども未来課 
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具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

こども園ＩＣＴ化導入・ 

運営事業 

市内の公立こども園に ICT システムを導入し、保護者

との連絡や園児の登降園情報の管理等をシステム上で行

うことにより、保護者にとって電話での欠席・遅刻連絡

等にかかる負担や登園・降園時の不安を解消し、利便性

を向上させるとともに、保育士の業務負担軽減やさらな

る保育の質の向上を図ります。 

● こども未来課 

放課後児童対策事業 

放課後や夏休み等の長期休暇期間に、保護者が就労等

により家庭で養育することができない小学生を対象に、

自主学習や遊びを中心とした生活の場を提供します。放

課後の児童の安全確保と良好な居場所を確保するととも

に、子育て期間中の保護者が働きやすい環境を整備しま

す。 

 こども未来課 

ファミリーサポート事業 

子育ての援助を受けたい人と子育てを援助したい人が

会員となり、有償で子どもの預かり等の相互援助活動を

行います。会員による相互援助活動やその他の支援活動

を行うことで、子育て家庭の仕事と子育ての両立を支援

し、安心して生活できる環境の整備を図るとともに、市

民参加による共同の子育て支援を通じて児童の福祉の向

上とコミュニティの形成を図ります。 

 こども未来課 
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③子育て世帯のワーク・ライフ・バランスを推進します 

施策の方向 

・女性が妊娠・出産しても就労等により活躍し続けられるよう、また、男女ともに育

児や介護、家事等を担えるよう、男女共同参画意識の向上に取り組みます。 

・性別にかかわらず、就労しながら安心して育児や介護、家事等を行うことができ、

テレワーク等のデジタル技術を活用しつつ、多様な働き方が選択できるよう、ワー

ク・ライフ・バランスの実現に向けた環境づくりに取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

男女共同参画フォーラム参加者数 54 人 70人 

女性の活躍促進宣言企業の数 11 件 20件 

ファミリー・サポート事業 援助会員数 39 人 40人 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

ワーク・ライフ・バランス 

推進事業 

職員の子育てや介護と仕事の両立、ワーク・ライフ・バ

ランスの推進を図るほか、感染症の流行、災害、事故等に

おける出勤困難時の業務継続を確保するため、職員のテレ

ワークを推進します。 

 秘書人事課 

男女共同参画プラン推進 

事業 

市民一人一人が、男女共同参画を身近な問題としてとら

えて意識を持ちながら行動に移すことで、家庭、地域、職

場で男女がお互いに支え合い、分かち合うことができる社

会の実現を目指し、男女共同参画フォーラム等を実施しま

す。 

 
市民自治 

推進課 

産業政策課 

【再掲】ファミリー・サポー

ト事業 

子育ての援助を受けたい人と子育てを援助したい人が

会員となり、有償で子どもの預かり等の相互援助活動を行

います。会員による相互援助活動やその他の支援活動を行

うことで、子育て家庭の仕事と子育ての両立を支援し、安

心して生活できる環境の整備を図るとともに、市民参加に

よる共同の子育て支援を通じて児童の福祉の向上とコミ

ュニティの形成を図ります。 

 こども未来課 

母子自立支援事業 
資格や技能を修得しやすいように支援し、就業につなげ

ることで、ひとり親家庭等の生活の安定を図ります。 
 

こども家庭 

センター 

地域産業総合振興施策推進

事業 

新城市地域産業総合振興条例をもとに、市民、事業者、

地域、行政が連携し、地域資源の価値の学び、地域産業の

振興の仕組みを総合的に強化し、地域経済が持続的に発展

するよう事業展開を進めます。また、女性の就業の選択肢

を広げるための支援施策を展開します。 

 産業政策課 
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戦略２ 確かな学力と心豊かな教育の推進           

①時代に合った新たな学習活動を展開します 

施策の方向 

・デジタル化の進展や部活動の地域移行に対応しつつ、確かな学力を身につけ、豊か

な心を育む学校教育の推進に取り組みます。 

・国が掲げる GIGA スクール構想の実現に向けて、「１人１台端末」と高速通信ネッ

トワークの更新整備を進め、ICT を活用した学習活動の充実を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

「１人１台端末」の利用満足度 74% 80% 

中学生の部活動満足度 70% 80% 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

学校情報システム管理・ 

運用事業 

学校の情報を幅広く発信することで、学校の状況を保護

者や地域に周知します。また、校務の円滑化を図り、教員

の事務量の削減や正確な情報管理を行うことで、学習活動

の充実を図ります。 

● 
教育総務課 

学校教育課 

ＩＣＴ活用教育推進事業 

教員と児童生徒の力を最大限に引き出すために導入し

た「１人１台端末」を活用することで、ＩＣＴ教育の実現

を目指します。また、情報そのものやＳＮＳ等の情報ツー

ルを正しく利用できる知識を身につけるための情報モラ

ル教育も進めていきます。 

● 学校教育課 

シスタースクール制導入 

事業 

中学校の生徒数が減少し、部活動が成り立たなくなりつ

つある中、可能な限り多様なスポーツ、文化芸術活動に親

しめる選択肢を確保するため、「シスタースクール制（姉

妹校）」を導入し、部活動の継続的な実施を推進していき

ます。 

 学校教育課 
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②将来を見据えたキャリア教育を推進します 

施策の方向 

・次代を担う子どもたちが、将来に希望を抱き、自らの意志で選択し、実現できるよ

う、職場体験や語学教育等の充実に取り組みます。 

・デジタル技術を活用した他校との合同授業等により、小規模校でも多様な考え方に

触れられる機会の充実を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

森林教室の参加小学校数（年間） ６校 
6校 

（6年間で36校） 

キャリア教育の満足度 75% 85% 

ＡＬＴの充当率 100% 100% 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

ニューキャッスル会議共同

声明実現事業 

ニューキャッスル・アライアンス加盟国の若者と交流を

図るため、市内でホームステイの受け入れができる家庭

（ホストファミリー）を募り、相互の文化の違いや魅力に

ついて、理解を深めます。さらに、市内小中学校の児童生

徒と交流ができるイベントを実施し、外国語教室やレクリ

エーション等を行うことで、グローバルな視野の拡大や外

国人とのコミュニケーションの能力の向上を図ります。 

 
市民自治 

推進課 

新城木育プロジェクト事業 

市内小学校に、市有林を活用した丸太割体験、水源涵養

実験、ネイチャーゲーム等の出前講座を実施し、森林の機

能や大切さについて学習します。また、林業の魅力につい

て、紹介することで、林業に対する興味を引き出します。 

 森林課 

学校教育研究委嘱事業 
（キャリアスクールプロジェクト

「つなぐ」事業） 

市内中学生を対象に、生徒が将来の社会生活・職業生

活を理解し、将来の夢や自分の生き方について考えるこ

とができるよう職場体験活動や民間企業の社員の講話を

聴くなど、啓発的な体験活動を重視した取り組みを進め

ます。 

 学校教育課 

語学教育事業 

小学校の高学年における教科化、中学年における必修化

に対応するため、本場の英語に触れる機会を設けます。ま

た、中学校においては、グローバル社会に対応できるコミ

ュニケーション能力の向上を図っていきます。 

 学校教育課 

 

  



 

42 
 

③安全安心で快適な教育環境を整備します 

施策の方向 

・子どもたちが安全・安心で快適に学校生活を送ることができるよう、教育体制や教

育施設の整備に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

日本語初期指導が必要な児童生徒の利用率 100% 100% 

学校給食における新規献立の実施件数  

（６年間累計） 
1 件 ６件 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

トイレ洋式化事業 

感染症の抑制や臭気の拡散等、衛生面に配慮し、また、

学校トイレ改修方針に基づく整備計画に基づき、児童用・

職員用トイレの洋式化工事を実施します。 

 教育総務課 

特別教室空調設備整備事業 
特別教室での授業時に、子どもや教職員の熱中症を防ぐ

ため、全中学校の特別教室へのエアコンを設置します。 
 教育総務課 

学校給食共同調理場運営 

事業 

安全で美味しい給食を安定して児童生徒に提供するこ

とを目指し、学校給食センターならではの調理機器を用い

た取り組みを進めます。 

 学校給食課 

少人数学級編成推進事業 

一人一人の児童生徒に向き合う時間を十分に確保する

とともに、きめ細かな指導が展開できるよう、先駆けて中

学校の35人学級の実現を目指します。 

 学校教育課 

外国人児童生徒教育推進 

事業 

外国人児童生徒が教育活動にスムーズに参加できるよ

うに支援するとともに、保護者に学校からの連絡を伝えた

り、子どもの学校生活に関わる相談活動を行います。 

 学校教育課 
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基本目標４ まちの魅力を創る 

 

 

戦略１ 地域資源の磨き上げと地域ブランドの普及促進  

①地域ブランドの構築と情報の発信・共有を進めます 

施策の方向 

・地域資源の魅力の発見・再発見に努めるとともに、SNS やアプリ等のデジタル技術

の活用等、様々な媒体を有効に活用して効果的に情報を発信することにより、「地域

ブランド」の普及に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

ふるさと納税 新規返礼品の登録数（６年間累計） 14 品目 90 品目 

【再掲】投稿数（Instagram しんしろライフ） 

（6 年間累計） 
166 件 550 件 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

【再掲】広報活動事業 

ホームページ、広報紙、ＳＮＳ、市政番組など様々な媒

体を利用し、市内外の人にわかりやすく情報発信すること

で市民満足度の向上と市の PR を達成します。 

また、ホームページに最新情報を漏れなく掲載し、SNS

を積極的に活用することで、情報発信の連鎖を起こし、多

くの人に新城市を PR します。 

● 秘書人事課 

シティプロモーション事業 

藤が丘へ設置したアンテナショップ「山 PORT しんし

ろ」により名古屋圏を中心に PR を行い、新城市や物産品

の知名度向上、新城市を応援していただく顧客の増加を図

ります。また、SNS を活用して地域資源の魅力を積極的

に情報発信していきます。 

● 企画調整課 

ふるさと納税推進事業 

本市の地域資源を活用し、継続的にふるさと納税寄附を

集めることで、寄附者から指定された使途に関連する施策

や事業の充実を図ります。また、寄附額の増加に向けて事

業者と連携し、既存返礼品のブランディングや新規返礼品

の開拓を進めていきます。 

 企画調整課 

観光のまち 新城 ＰＲ事業 

観光イベントの開催や観光プロモーション活動を進め

ることで、本市の観光分野の認知度向上と来訪機会の創出

を図り、観光産業を含む地域経済の活性化を目指します。 

 観光課 
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②地域資源を生かした観光戦略を進めます 

施策の方向 

・豊富な地域資源の効果的な情報発信により、増加が期待される来訪者に対応するた

め、観光交流拠点等の観光基盤の整備に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

レジャー関連施設における入込客数 356 千人 370 千人 

道の駅来客数 

（もっくる新城、つくで手作り村、鳳来三河三石） 
1,880 千人 1,991 千人 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

観光施設等維持管理事業 

市内の天竜奥三河・愛知高原国定公園、桜淵県立公園等

すべての自然公園の観光施設を集客施設の拠点として、有

効に活用するための適正な維持管理を行います。 

 観光課 

湯谷温泉街振興事業 
湯谷温泉の温泉源施設を適切に管理することで、安定し

た温泉供給を実現し、湯谷温泉の魅力向上を図ります。 
 観光課 

道の駅管理事業 

市内の道の駅である、もっくる新城、つくで手作り村、

鳳来三河三石を適切に管理運営することで、観光誘客を図

ります。 

 
観光課 

鳳来地域課 

作手地域課 
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戦略２ スポーツツーリズムと広域観光の推進      

①スポーツの振興と観光との融合に取り組みます 

施策の方向 

・豊富な自然環境を生かしたスポーツツーリズム等、テーマ性が強く地域の資源を効

果的に生かして組み合わせる新たなツーリズムにより、付加価値の高い着地型観光

の推進に取り組みます。 

・スポーツツーリズム等の着地型観光の推進にあたっては、交流人口や関係人口の拡

大につなげるため、愛知県・近隣市町村と連携し、広域的に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

【再掲】レジャー関連施設における入込客数 356 千人 370千人 

自転車関連イベント集客数  2,700 人 
4,000人 

（令和８年度） 

東三河スポーツツーリズムウェブページ 

「Outdoor Field」アクセス数 
37,082 件 
（令和４年度） 

42,930件 
（令和7年度） 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

スポーツツーリズム推進 

事業 

豊かな自然や歴史を活用したアウトドアスポーツを体

験するプログラムを創出し、地域の魅力を向上させ、地域

活性化の足がかりとするとともに、新たな旅行意欲を喚起

し、旅行消費の拡大を図ります。 

 観光課 

アジア競技大会推進事業 
令和８年度のアジア競技大会開催に向け、自転車ロード

レースの認知向上及びレース開催の基盤整備を行います。 
 観光課 

広域観光振興推進事業 

高速道路網の充実による交通アクセスの改善により広

範囲の観光地を訪れることが可能になったことや観光の

多様化により、より多くの観光素材を求められることか

ら、奥三河との広域の観光資源を活かした観光誘客を図り

ます。 

 観光課 

 

 

  



 

46 
 

 

戦略３ 歴史文化の継承・発展・創造                    

①文化芸術の魅力向上や情報発信を進めます 

施策の方向 

・「まち」の魅力である歴史文化を紹介する博物館や資料館の展示内容等の充実に努め

るとともに、SNS やアプリ等のデジタル技術の活用等、様々な媒体を有効に活用し

た効果的な情報の発信に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

設楽原歴史資料館の入館者数 
20,686 人 
（令和 4 年度） 

25,000 人 

鳳来寺山自然科学博物館の野外学習会参加者満足度 96％ 98％ 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

設楽原歴史資料館運営事業 

魅力あふれる設楽原歴史資料館づくりに取り組み、地

域の文化財に対する関心を高めるため、企画展や講演

会、出前講座等を行い、積極的に学術的な情報発信を行

います。 

 生涯共育課 

長篠城址史跡保存館運営事業 

長篠城跡についての興味や関心を喚起するため、企画

展等を通じた学ぶ機会の創出や歴史関係ＰＲイベントの

参加、積極的な広報活動により誘客を図ります。 

 生涯共育課 

鳳来寺山自然科学博物館 

運営事業 

新城・奥三河地方の豊かな自然に接する野外学習会や

ミュージアムフェスティバル等のイベント、調査研究、

保存活動を行います。 

 生涯共育課 
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②文化財等を適正に管理し次世代へ継承していきます 

施策の方向 

・市内の史跡、名勝、天然記念物、伝統芸能等の文化財等を適切に保存・保全し、将

来への継承と郷土愛の醸成に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

文化財（資料）調査数 ５件 
5 件 

（6年間で 30 件） 

【再掲】設楽原歴史資料館の入館者数 
20,686 人 
（令和 4 年度） 

25,000 人 

鳳来寺山自然科学博物館の入館者数 8,645 人 11,000人 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

文化財保護事業 

指定文化財を中心に、維持管理のための保存修理や環境

整備の実施、伝承のための後継者育成、未指定の文化財を

含めた調査研究等を通じ、市民の歴史遺産からの郷土愛を

育むための支援に取り組みます。 

 生涯共育課 

設楽原歴史資料館管理事業 

「長篠・設楽原の戦い」の多くの文献や資料を次世代に

継承していくため、施設の適正な管理や修繕を計画的に進

めます。 

 生涯共育課 

長篠城址史跡保存館管理 

事業 

史跡長篠城跡保存活用計画に基づき、城跡の管理・活

用施設である長篠城址史跡保存館の維持管理や城跡の整

備を推進します。 

 生涯共育課 

鳳来寺山自然科学博物館 

管理事業 

博物館機能と各事業を円滑に推進するため、施設維持管

理を適切に行い、博物館利用者の満足度向上や将来に向け

た調査研究、保存管理等につなげます。 

 生涯共育課 
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基本目標５ 持続可能なまちを創る 

 

 

戦略１ 地域における健康づくり体制の整備               

①生涯を通じた健康づくりを応援します 

施策の方向 

・「人生 100 年時代」において生涯にわたり健康づくりを推進するため、健康教育や

健康相談等の充実を図るとともに、生活習慣病等の早期発見、早期治療の促進に取

り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

健康講座参加者数 500 人 600 人 

健康相談件数 329 件 
900 件 

（年 150 件の増） 

がん検診受診率 13.0％ 22.0％ 

体育施設の日数単位の利用率 33％ 60％ 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

健康教育事業 
健康講座等を実施し、心身の健康づくり、生活習慣病の

予防、重症化予防を図ります。 
 健康課 

健康相談事業 

健康相談（成人）を実施し、自身の健康に関する不安の

解消及び生活習慣病の発症、重症化の予防を図ります。ま

た、訪問、電話、面接で把握した個々や地区の課題を健康

づくりに活かします。 

 健康課 

健康診査事業 
各種検診事業を実施することで、疾病の早期発見、早期

治療、生活習慣の見直し、疾病の予防を図ります。 
 健康課 

体育施設管理事業 

スポーツ団体に活動の場（有海緑地公園、ふれあいパー

クほうらい、桜淵いこいの広場等）を提供することにより、

市民が生涯にわたってスポーツができる機会の創出と健

康づくりの促進を図ります。 

 生涯共育課 
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②地域で支える体制を整えます 

施策の方向 

・地域での暮らしの様々な困りごとに対し、地域住民や福祉関係者のネットワークに

より、身近な地域単位で解決できる体制の充実に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

認知症サポーター年間養成者数 205 人 210 人 

生活・介護支援サポーター年間受講者数 ５人 10 人 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

福祉職が活躍できるまち 

実現事業 

福祉従事者がやりがいを持って働き続けることがで

きる地域社会の実現と、そこに向けて、福祉従事者、

事業者、市民及び行政が力を合わせ、ともにつなが

り、ともに支え合う地域共生社会の構築を図ります。 

 
福祉課 

高齢者支援課 

こども未来課 

認知症サポーター養成事業 

認知症の人やその家族に対する理解を深めるため

に、市内企業や団体、学校、住民を対象に認知症に関

する講座を実施します。 

 高齢者支援課 

生活支援体制整備事業 

高齢者の生活支援体制整備のため生活支援コーディ

ネーター（地域支え合い推進員）を配置します。地域

にある様々な活動や支え合いと連携しながら、支援体

制の充実及び高齢者の社会参加を推進します。 

 高齢者支援課 

生活・介護支援サポーター 

養成事業 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯を定期的に

見守るとともに、相談、ゴミ出し、買い物支援、簡単

な家事を実施するボランティアを養成し、生活を支援

します。 

 高齢者支援課 

地域ケア会議推進事業 

高齢者が住み慣れた地域で生活できるよう、地域支

援ネットワークを構築し、地域課題の解決を図る地域

ケア会議を開催します。また、自立支援の観点から個

別ケア会議を開催します。 

 高齢者支援課 

地域包括支援センター運営

事業  

新城市地域包括支援センター（1 か所）、高齢者ふ

れあい相談センター（6 か所）を高齢者の地域の相談

窓口として配置します。 

 高齢者支援課 
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戦略２ 多様な人材が活躍する社会づくり            

①高齢者の自立や社会参加を応援します 

施策の方向 

・高齢者が、いきいき安心して暮らせるよう、また、これまでの知識や経験等を生か

して充実した生活を送ることができるよう、地域の支援者等と連携し、介護予防活

動の推進や活躍の場の提供等に取り組みます。 

・社会のデジタル化に伴う、年齢の相違による情報格差の解消を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

短期集中訪問サービス事業の年間延べ利用者数 28人 60 人 

ミニデイサービスの年間参加者数 5,974人 6,000 人 

在宅医療・介護連携延べ相談件数 413件 650 件 

市民後見人登録者数 20人 80 人 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

イキガイプロジェクト 

高齢者が、自らの健康状態を把握し、イキガイ

（IKIGAI）を感じながら社会参加を継続し、まちの活性

化の原動力となるような支援策について、企画・実施し

ます。 

 総合政策課 

デジタルデバイド対策事業 

デジタルに不慣れな高齢者等に向けてスマートフォ

ン教室等を開催することで、デジタルデバイドの解消を

図ります。 

● 情報政策課 

高齢者外出支援サービス 

利用拡大事業 

移動手段を持たない高齢者の外出を支援するため、タ

クシーや車椅子のまま利用できる介護タクシーの料金

を一部助成します。 

 高齢者支援課 

配食サービス空白地域解消

事業 

日常生活に支障のある在宅のひとり暮らし高齢者等

に対し、「食」の自立支援の観点から、食生活の改善と

健康保持、安否の確認を図ります。 

 高齢者支援課 

介護予防・生活支援サービス

事業（短期集中訪問サービス事業） 

要支援者等に対し、要介護状態になることの予防や要

介護状態等の軽減、悪化の防止、地域における自立した

日常生活の支援の実施のため、専門的なサービスに加

え、住民等の多様な主体が参画して多様なサービスを充

実する支え合いの体制づくりを推進します。 

 高齢者支援課 

高齢者生きがい活動支援通

所事業（ミニデイサービス） 

高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てるこ

となく、住民主体の通い場を充実し、人と人のつながり

を通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していく地

域づくりを推進します。また、自立支援に資する取り組

みを推進し、要介護状態になっても生きがいや役割を持

って生活できる地域を構築することで介護予防を推進

します。 

 高齢者支援課 

在宅医療・介護連携推進事業 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続け

られるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために

医療・介護事業者等関係者の連携を推進します。 

 高齢者支援課 
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具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

認知症総合支援事業 

認知症の早期診断、早期対応に向けた支援体制を構築

することを目的に、認知症の人やその家族に早期に関わ

る「認知症初期集中支援チーム」を配置します。県、関

係機関との連携を図るための支援や認知症の人やその

家族を支援する相談業務等を行う認知症地域支援推進

員を配置します。 

 高齢者支援課 

市民後見人養成講座 

成年後見人制度の担い手となる市民後見人を育成し、

判断能力の低下した高齢者や障がいのある人等が安心

して日常生活を送ることができるよう支援します。 

 
福祉課 

高齢者支援課 
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②障がいのある人の自立を応援します 

施策の方向 

・障がいのある人が、地域社会の主体として尊重され、住み慣れた地域で自分らしく

育ち、自らの意思により暮らしていくことができるよう、相談支援や生活・就労支

援の充実に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

計画相談支援利用者数 157人 185 人 

移動支援事業利用者数 81人 90 人 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

障害者相談支援事業 

障がいのある人やその家族等からの様々な相談に応

じ、必要な支援を行うほか、個々のニーズに応じた支援

だけでは解決できなかった課題について、地域の関係者

が集う協議会で情報共有を図り、解決に向けた取り組み

を進めます。 

 福祉課 

障害者外出支援助成事業 
自ら車を運転できない障がいのある人の外出を支援

し、福祉の増進を図ります。 
 福祉課 

地域生活支援拠点等の体制

整備 

地域で生活する、または地域生活移行を希望する障が

いのある人が、地域において安心して自立した日常生活

や社会生活を営めるよう、関係機関が相互の有機的な連

携の下で支援を行う体制の充実強化を図ります。 

 福祉課 

障害福祉サービス及び障害

児通所支援の提供 

居宅介護（ヘルパー）、各種通所または居住サービス、

相談支援等を適切に提供し、障がいのある人等の日常生

活や社会生活の支援を行います。 

 福祉課 

地域生活支援事業 

障がいに関する理解促進・啓発、聴覚等に障がいのあ

る人への意思疎通支援、日常生活用具の給付、移動に関

して障がいのある人への外出支援等について、柔軟なサ

ービスを提供することにより、障がいのある人等の日常

生活や社会生活の支援を行います。 

 福祉課 

災害時要援護者支援事業 

新城市災害時要援護者避難支援制度実施要綱の規定

に基づき、災害時要援護者名簿を地域支援関係者に提供

します。 

 福祉課 

 

  



 

 

53 
 

基
本
的
な
考
え
方 

基
本
目
標
と
具
体
的
な
取
り
組
み 

第
２
期
総
合
戦
略
の
評
価
・
検
証 

資
料
編 

③多文化共生の社会づくりを進めます 

施策の方向 

・国籍や文化等の違いを越えて、それぞれの多様な価値観や生き方を尊重し、認め合

いつつ、自ら主体的に考え、学び、活躍できる多文化共生社会づくりに取り組みま

す。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

市内外国人住民対象の外国人市民満足度調査 72％ 80％ 

ニューキャッスル・アライアンス加盟都市との共同

プロジェクト数 
５件 ７件 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

多文化共生事業 

 外国人市民が言葉や文化の壁を乗り越え、日本人市

民と対等な関係を築けるように、スポーツイベントや

文化イベント等の交流する機会の提供や日本語を学ぶ

ための環境整備に取り組んでいきます。 

 
市民自治 

推進課 

【再掲】ニューキャッスル 

会議共同声明実現事業 

ニューキャッスル・アライアンス会議 2018 で採択

された共同声明を実現するため、「文化」「観光」「経

済」「教育」の４分野に関するプロジェクトを実施し、

世界で活躍できる人材の育成や他国との交流の促進、世

界とつながる魅力的なまち「山の湊」の創造を推進しま

す。 

 
市民自治 

推進課 
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戦略３ 安心安全で活力あるまちづくり                          

①地域の防災・防犯体制を強化します 

施策の方向 

・人命に関わるような大規模な地震災害や豪雨災害等に備え、防災意識の向上や「減

災」の考え方に基づく自助、共助の浸透を図りつつ、地域における自主防災組織の

充実や防災活動の推進に取り組みます。 

・地域における自主的な防犯活動等を支援するなど、市民との協働による安全安心な

まちづくりの推進に取り組みます。 

・危険箇所等の防災情報を即時に共有するため、地理情報システム（ＧＩＳ）を用い

たハザードマップの提供や避難所等の情報提供を行います。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

防災アプリ登録者数 5,976 人 7,800 人 

特殊詐欺対策装置購入費補助金交付件数 

（6 年間累計） 
61 件 300 件 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

地域安全対策事業 

安全で結束の強い地域社会を形成し、犯罪リスクを低減

させるため、警察と連携した防犯対策の呼びかけやキャン

ペーン等を実施し、住民の暮らしやすさの向上を目指しま

す。 

 行政課 

自主防災組織防災活動援助

事業 

地震災害時等における自主防災組織の初動体制の整備

を図ります。自主防災組織が防災活動に要する経費の一部

を助成します。 

 防災対策課 

防災アプリの普及 

住民一人一人が迅速かつ主体的に避難行動がとれるよ

う、自助、共助の取り組みの一助となる防災アプリやマイ・

タイムラインの普及を図ります。 

● 防災対策課 

防災資機材等整備事業 

南海トラフ地震・風水害等による災害発生後の避難者生

活に必要な食糧、飲料水、生活用品等の備蓄品を整備しま

す。 

 防災対策課 

東三河防災体制共同推進 

事業 

東三河８市町村の会員及び豊橋技術科学大学をはじめ

とする４大学を顧問とする協議会において、東三河地域の

防災対策の推進を図ります。 

 防災対策課 

家具転倒防止用具普及事業 

家具等を固定することにより、人命等の被害軽減を図る

ことを目的として、災害時要援護者世帯に対し、家具の転

倒防止用具の取り付けを行います。 

 防災対策課 

統合型ＧＩＳの公開 
最新のハザードマップで危険箇所等を確認できるよう、

地理情報を公開します。 
● 情報政策課 

【再掲】災害時要援護者 

支援事業 

新城市災害時要援護者避難支援制度実施要綱の規定に

基づき、災害時要援護者名簿を地域支援関係者に提供しま

す。 

 福祉課 
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②循環型社会への取り組みを進めます 

施策の方向 

・環境負荷の少ない持続可能な循環型社会の実現に向け、環境問題に関する理解を深

めるための環境学習やごみの減量化、資源の再利用、再資源化のほか、ごみの不法

投棄防止や公害の未然防止等に市民と協働して取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

【再掲】市内の温室効果ガス排出量 
527,000t-CO2 
（平成 25 年度） 

390,000t-CO2 

一般廃棄物の再生利用率 23.2% 24.4% 

【再掲】環境保全型営農活動の取組面積 2,526a 2,778a 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

環境連携構築事業 

市民環境講座や環境に関する出前授業により、地球環境

問題や地域の課題を解決するための意識醸成を行い、循環

型社会の形成に取り組みます。 

 環境政策課 

ごみ減量推進事業 

可燃ごみを減量化するため、資源化できるものは分別・

再生処理を行います。また、ごみの不法投棄を防止するた

め、行政区とともに注意看板の設置等を行います。 

 生活環境課 

【再掲】官民連携リユース

事業 

モノの再利用を推進するため、市が実施している「リ

ユースの広場」の周知を図るとともに、民間事業者と連

携し、新たなリユースの仕組みを構築します。 

 生活環境課 

【再掲】環境保全型営農 

活動支援事業 

農業が有する環境保全機能により、地球温暖化防止や生

物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組み、農村環境

の良好な保全と質的向上を図ります。 

 農業課 
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③活力のある地域自治を進めます 

施策の方向 

・身近な地域課題を住民が自ら考え、住民の創意を結集して解決できるよう、市民自

治の確立に取り組みます。 

・地域自治区における活動の情報共有や担い手育成等を促進するとともに、行政経営

における市民参加と協働の推進に取り組みます。 

・地域の住民の意見を集約するツールやオンライン会議等ＩＣＴを活用し、地域の運

営に係る負担の軽減を進めます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

地域活動を実施している人の割合 41％ 55％ 

地域計画を推進するための地域運営組織設立地区数 1地区 10地区 

 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

自治基本条例運用事業 

新城市自治基本条例の運営を着実なものにし、市民自治

社会を実現させるため、様々な立場の人がお互いに尊重し

合い、市民が生きがいを持って元気に住み続けられ、主役

となるまちづくりを進めていきます。 

 
市民自治 

推進課 

若者が活躍できるまち実現

事業 

市内外の若者が活躍できるまちを実現し、魅力的なま

ち、住みたくなるまち、働くことができるまちづくりを推

進するため、若者総合政策を推進します。 

 
市民自治 

推進課 

めざせ明日のまちづくり 

事業 

住民が自発的かつ主体的に取り組む公益的な市民活動

により市民活動団体の自立育成と市民活動の拡大を促進

していくとともに、市内で起業または創業する市民団体の

活動を支援します。 

 
市民自治 

推進課 

地域集会施設整備支援事業 
地域の自治活動やコミュニティ活動の活性化を図るた

め、地域集会施設の整備の支援を行います。 
 

市民自治 

推進課 

地域自治区運営事業 

住民自治の推進のために市民の意見を反映し、地域の課

題解決や地域の活性化を図る地域自治区予算の提案、地域

活動の支援となる地域活動交付金の審査を行う地域協議

会への支援と円滑な運営を図ります。 

 
市民自治 

推進課 

【再掲】地域計画推進体制

検討事業 

市政運営の土台となる地域自治区制度において、地域自

ら地域計画を継続的に推進していく体制の構築を目指し、

全地域自治区で地域計画推進検討会を設置し、各地域自治

区の実状に即した推進体制（仕組み）のあり方の検討とこ

れに伴う、具体的な推進体制（地域の運営組織設立）が必

要とされる地域自治区には、順次設立に向けたサポートを

実施します。 

さらに、地域が求める人的支援がスムーズにできる仕組

みや地域全体をマネジメントする人材の発掘・育成ができ

る制度の構築に向け、地域と連携して取り組んでいきま

す。 

 
市民自治 

推進課 
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④安全安心な公共施設等の維持管理に取り組みます 

施策の方向 

・公共施設等において、利用者の安全安心を確保するとともに、必要なサービスを適

切かつ持続可能な形で利用者に提供できるよう、施設の適正配置や長寿命化ととも

に、施設管理の効率化に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値（R5） 目標値（R12） 

公共施設の利用率 10.8% 17.0％ 

【再掲】年間間伐面積 
376ha 

（令和２年度） 
7,100ha 

【再掲】修繕計画（舗装個別施設計画）に基づく舗装修

繕延長（６年間の累計） 
   －  

＊21
 

（令和６年度） 
12.5km 

【再掲】橋梁点検数及び橋梁修繕数（６年間の累計）    －  
＊21

 
（令和６年度） 

点検：830橋 

修繕： 15橋 

＊21）令和 6 年度から実施事業のため基準値を未設定とする。 

具体的な取り組み 目的・内容 
DX 

関連 関係課室 

公共施設マネジメント推進

事業 

公共施設等総合管理計画及び公共施設個別施設計画に

基づき、施設の総量縮減、長寿命化、有効活用に取り組

むことにより、維持・更新費用の縮減を図りながら、持

続的で適正な公共施設等の管理を進めます。 

 資産管理課 

自治体ＤＸ推進事業 

予約管理システムを導入することにより、オンライン

による予約申込を可能にすることで、市民の利便性向上

と管理業務の効率化を図ります。 

● 情報政策課 

道路維持事業 
市道の適正な維持管理のため、舗装修繕、側溝修繕、

原材料支給等を実施します。 
 土木課 

【再掲】道路ストック対策

事業 

高度経済成長期に整備された道路ストックが今後急速

に老朽化し、市民が安心して利用し続けることが困難にな

ることから、各施設の特徴を踏まえた適切な点検による現

状把握と、その結果をもとに策定した舗装個別施設計画に

沿って的確な修繕の実施及び適正な維持管理を行います。 

 土木課 

【再掲】橋梁・トンネル・大

型構造物長寿命化対策事業 

老朽化が進む橋梁、トンネル、大型構造物等の長寿命化

を図るため、点検、診断、処置、記録のメンテナンスサイ

クルを確立するとともに、個別施設計画に基づき整備を推

進し、安全・安心な道路交通網の再構築を図ります。 

 土木課 

【再掲】市民病院建設事業 

建物・設備が老朽化している市民病院が、今後も質の

高い医療や救急医療をはじめとする政策医療の重責を担

い、東三河北部地域の基幹病院としての役割を十分に発

揮するため、新病院を建設します。 

 総務企画課 
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資 料 編 

 

１  戦略策定の経過 

 

年  月 内  容 

 

令和６年１月 25 日 

 

 

 

 

令和６年３月 14 日 

 

 

令和６年３月 25 日 

 

 

 

 

令和６年７月 10 日 

 

 

 

令和６年７月 30 日 

 

 

 

 

令和６年 11 月 12 日 

 

 

令和６年 11 月 19 日 

 

 

令和６年１2 月 16 日 

～令和７年１月 15 日 

 

 

令和７年２月４日 

 

 

 

第１回新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議 

・第２期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

・あらたな新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本方針について 

・新城市におけるデジタル活用の方針について 

 

第２回新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議 

・第２期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略の評価について 

 

第１回新城市まち・ひと・しごと創生本部会議 

・第２期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

・あらたな新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本方針について 

・新城市におけるデジタル活用の方針について 

 

第３回新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議 

・第３期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略骨子（案）について 

・新城市におけるデジタル活用の推進について 

 

第２回新城市まち・ひと・しごと創生本部会議 

・第３期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略骨子（案）について 

・新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議での意見聴取結果に

ついて 

 

第４回新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議 

・第３期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略（素案）について 

 

第３回新城市まち・ひと・しごと創生本部会議 

・第３期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）について 

 

パブリックコメント 

・第３期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）について 

  → 意見提出２人 

 

第４回新城市まち・ひと・しごと創生本部会議 

・パブリックコメントの実施結果について 

・第３期新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略（最終案）について 

 

 

 

1 
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２  戦略策定にかかる検討体制 

 

○新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議要綱 

 

（設置） 

第１条 まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）の趣旨を踏まえ、人口急減を

克服し、地域の活性化を推進する施策及び取組を検討するに当たり、専門的見地から意見を

聴取するため、新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議（以下「推進会議」という。）

を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 「新城市人口ビジョン」の策定に係る検討に関すること。 

(2) 「新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定及び進捗に係る検討に関すること。 

(3) その他地域活性化の検討に関すること。 

（組織） 

第３条 推進会議は、委員15人以内で組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 産業界を代表する者 

(2) 行政機関を代表する者 

(3) 大学を代表する者 

(4) 金融機関を代表する者 

(5) 労働団体を代表する者 

(6) メディアを代表する者 

(7) 市内の各種団体を代表する者 

(8) 地域の住民を代表する者 

(9) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第５条 推進会議に会長を置き、市長がこれを指名する。 

２ 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 

３ 会長に事故等があるときは、あらかじめ会長が指名した委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 会長は、推進会議を招集し、その会議の議長となる。 

２ 会長が必要と認めるときは、その会議に関係者を出席させ、説明又は意見を聴くことが

できる。 

（庶務） 

第７条 推進会議の庶務は、企画部において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が推進会議に諮って定める。 
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附 則  

この要綱は、平成 27 年６月１日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和５年 12 月１日から施行する。 

 

 

○新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議委員名簿 

 

【委嘱期間】令和６年１月 25 日から令和７年３月 31 日まで 

【委 員 数】10 人                 （◎：会長 ○：会長職務代理者） 

設置要綱第３条区分 所属・役職 氏 名 

大学 愛知大学 地域政策学部教授 ◎菊地 裕幸 

産業界 新城市商工会 事務局長 ○内藤 裕司 

産業界 愛知東農業協同組合 営農部長 齋藤 雅彦 

大学 愛知県立大学 情報科学部教授 小栗 宏次 

金融機関 新城金融協会 会長 鈴木 孝太 

労働団体 新城労務対策協議会 代表 廣川 一八 

メディア 
株式会社 CBC クリエイション 
営業戦略センター長兼営業１部長 出口 幸宏 

市内各種団体 新城市観光協会 事務局長 小長井直樹 
＊22

 

地域住民 ママサポート子いづみや 代表 中谷 昌美 

地域住民 若者議会連盟 委員 瀬野 和奏 

※敬称略 

＊22）委嘱期間は令和 6 年 1 月 25 日から令和 6 年 6 月 30 日まで。 
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○新城市まち・ひと・しごと創生本部設置要綱 

 

（設置） 

第１条 まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）の趣旨を踏まえ、人口急減

を克服し、地域の活性化を推進する施策・取組を進めるため、新城市まち・ひと・しごと

創生本部（以下「創生本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 創生本部は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 「新城市人口ビジョン」の策定に関すること。 

(2) 「新城市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定及び推進に関すること。 

(3) 前各号に掲げるもののほか、本部長が必要と認めること。 

（組織等） 

第３条 創生本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長、副本部長及び本部員には、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

３ 本部長は、創生本部の会務を総理する。 

４ 本部長に事故があるときは、副本部長がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 本部長は、創生本部を招集し、会議の議長となる。 

２ 本部長は、必要と認めるときは、本部員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（専門部会） 

第５条 創生本部に専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、本部員及び職員のうちから本部長が指定した者をもって組織する。 

３ 専門部会に関し必要な事項は、本部長が定める。 

（庶務） 

第６条 創生本部の庶務は、企画部において行う。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が別に定める。 

附 則  

この要綱は、平成 27 年６月１日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和５年 12 月１日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

役職 職名 

本部長 副市長 

副本部長 企画部長 

本部員 総務部長 

〃 市民協働部長 

〃 健康福祉部長 

〃 産業振興部長 

〃 建設部長 

〃 上下水道部長 

〃 経営管理部長 

〃 消防長 

〃 教育部長 

〃 議会事務局長 

〃 監査委員事務局長 

〃 鳳来総合支所長 

〃 作手総合支所長 
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